
号　　　 外

令和６年 10 月４日

令和６年度
　・要望書への回答

発行
　北海道小学校長会
　北海道中学校長会

       Ⅰ　学校経営の一層の充実と教育課程の推進及び教育条件の整備・
改善について、次の事項を要望いたします。

  １ 令和の日本型学校教育の構築を目指して、
学校経営の一層の充実への対応を図られた
い。

⑴　児童生徒の豊かな学びの保障や指導運営体
制の充実のための人的支援物的支援の拡充拡大

 【現状】
○まなLabo展開事業

　様々な事情により登校できない子どもに端末や

ルーターを貸与し、オンライン学習により学びを継続

させるシステムを構築する事業を実施しています。

 【回答】  （義務教育課）　
　様々な事情により登校することが難しい子どもに

対し、学校と家庭を結ぶオンライン学習を実施する

ことや、地域の公共施設と学校を結び、公共施設を

オンライン学習拠点として実施するなど「まなLabo

展開事業」によるICT環境整備等を通じて子どもたち

の学習の保障に努めます。

 【現状】
○教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）

の配置

　教員が児童生徒への指導や教材研究等に一層注

力できる体制を整備するため、教員の業務支援を

行う「教員業務支援員（スクール・サポート・スタッ

フ）」を配置しています。

 【回答】  （教職員課）
　教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）

を希望する全ての学校に配置できるよう、引き続き

国に対し、全額国庫負担化など、十分な財源措置を

要望してまいります。

⑵　道独自による小学校第６学年以上、中学校第
２学年、３学年への35人学級の拡大及び条件整
備

・熱中症や感染症対策など児童生徒の安心・安全
な環境づくり（教室の広さの課題）の面からも、
道独自による全学年の35人学級の早期実現

 【現状】
○少人数学級実践研究事業

35人以下の少人数学級の実施対象校において、１

学級増とし教員１名を配置（小学校第６学年、中学

校第１学年[２学級以上])

・Ｒ６年度 125校（Ｒ５年度 163校）

 【回答】  （教育政策課）
道教委では、国が示した小学校全学年における35

人学級の方針を踏まえ、国の加配を活用し、国に先

行して、今年度までに、対象学年を小学校全学年へ

順次拡大してきました。

少人数学級編制の中学校への拡大を図るために

は、国の定数改善が必要と考えており、少人数学級

編制の拡大に必要な定数措置の拡充について、全国

都道府県教育委員会連合会と連携し、国に対して要

望してまいります。

⑶　特に新年度スタート時の定数の確実な配置
と、加配教諭や期限付教諭の確実な配置及び
欠員補充の確保体制強化

 【現状】
道教委では、これまでも道教委のホームページや

ハローワークでの募集を行うとともに、北海道教育

庁代替教職員等応募・任用システムにより確保に努

　北海道小学校長会・北海道中学校長会・北海道公立学校教頭会は5月8日、北海道教育委員会教育長
に要望書を提出した。これに対する北海道教育委員会の回答について、全文を掲載する。

北海道文教施策・予算策定に関する要望に対する回答
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（2） 号　 外 令和６年10月４日　発行

めているほか、道内はもとより道外の教員養成課程

のある大学を訪問し、候補者の推薦を依頼してきた

ところです。

また、潜在的な教員希望者に向けて、教職につい

て興味や関心を持っていただくよう、広報等により

教員を募集しているところです。

 【回答】  （教職員課）
道教委としては、安定的な学校運営を図る上で、

必要な教員の配置は必須の条件整備であると考え

ており、今後とも、市町村教育委員会と緊密に連携

し、退職者などの状況や翌年度以降の学級編制、学

校の統廃合などをより的確に踏まえた教員の確保に

努めてまいります。

また、教員採用選考検査において、登録後すぐに

働くことができる方を年度途中から採用するほか、

潜在的な教員希望者向けの説明会を実施するなどし

て、教職について興味や関心を持っていただけるよ

う努めながら、引き続き、広報等により教員を募集し

てまいります。

なお、60歳を超えた退職者のうち再任用対象では

ない者については、令和２年度から臨時的任用を新

たに行うこととしたほか、引き続き時間講師としても

活用していくこととしています。

今後とも、教員の確保に取り組んでまいります。

⑷　学力の向上等を目的とした「個別最適な学び」
と「協働的な学び」の実現など、児童生徒一人一
人にきめ細かな対応をサポートするための人材
の配置拡充

 【現状】
○退職教員等外部人材活用事業

　道教委では、授業でのティーム・ティーチングや

放課後における補充的な学習のサポートの取組を進

めており、令和６年度は、小学校205校、中学校69校

で実施しています。

 【回答】  （学力向上推進課）
学校において、特色ある教育活動を展開し、基

礎的・基本的な知識・技能の確実な定着やこれら

を活用する力の育成、個に応じた多様な教育の充

実を図るためには、補充的な学習サポートなど学力

向上の取組は重要と考えており「退職教員等外部

人材活用事業」について引き続き予算の確保に努

め、退職教員や社会人などの活用に努めてまいり

ます。

⑸　活力ある学校づくりのため、校長の教職員人
事に関する具申の一層の尊重

 【現状】
所属教職員の人事に関する校長の意見具申につ

いては、当該対象者にかかわる「個人調書」の「校

長意見」欄等の活用を図り、市町村教委との協議の

中で具申の内容を聴取しています。

 【回答】  （教職員課）
校長の意見具申については、当該対象者にかかわ

る「個人調書」の「校長意見」欄等の活用を図り、市

町村教委から十分お聞きして対応してまいります。

⑹　安定した学校運営を図るため、副校長等の新
たな配置及び主幹教諭の配置増による学校組
織体制の確立及びそのための条件整備

 【現状】
副校長等の新たな職については、学校の組織運

営体制や指導体制の充実を図るため、平成21年４月

から道立学校に複数教頭配置校の範囲内で副校長

の職を、国の定数措置の範囲内で小・中学校に主幹

教諭の職を設置しています。

また、平成27年４月から道立学校に、平成28年４

月から義務教育学校に、令和２年４月から中等教育

学校に主幹教諭を設置、平成30年４月から義務教育

学校に副校長を設置しています。

令和６年度は、道立学校41校、義務教育学校１校

に副校長を、小・中学校303校（306人）(札幌市を除

く。)、義務教育学校７校(８人）、道立学校66校(66 

人)に主幹教諭を配置しています。

 【回答】  （教職員課）
副校長等の新たな職の配置については、今後と

も、必要な定数措置等について国へ要望するととも

に、適切な配置に努めます。

また、令和６年５月に示された中教審特別部会の

審議のまとめでは、学校内外との連携・調整機能の

充実や若手教師へのサポートのための新たな職の

設置が盛り込まれており、今後の国の動向等を注視

し、適切に対応してまいります。

⑺　義務教育学校の学校運営、小中連携・一貫教
育を円滑に推進するための支援

【現状】
○小中連携・一貫教育

道教委では、中学校区における目指す資質・能力

の設定及び小・中学校の教職員・保護者・地域住民

による共有、小・中学校９年を通じた教育課程の編

成・実施等、地域の実情に応じた小中一貫教育の導

入及び円滑な実施への取組を支援することにより、
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（3）号　 外令和６年10月４日　発行

義務教育の質の向上を図る「学校種間連携サポート

事業」を実施しています。

また、小中一貫教育にかかるモデル地域及びモデ

ル校の取組事例を定期的にWebページに公開してい

るほか、義務教育学校及び小中一貫校等が日常的に

情報共有できる環境を整え、課題や円滑な解決方法

等の共有を図る「学園ネットワークコミュニティ（が

くえんねっとプラス）研究実践事業」を実施してい

るところです。

【回答】  （学力向上推進課）
小中連携・一貫教育について、道教委では今後

も、小中一貫教育の先行事例等を市町村教育委員

会や学校に情報提供するとともに、指導主事による

学校訪問等において各学校の取組を支援してまい

ります。

⑻　コミュニティ・スクールの円滑な運営を促進す
るために、各市町村等におけるコーディネーター
配置に係る財政的支援【新規】

 【現状】
○地域と学校の連携・協働体制構築事業（補助率　

国1/3、道1/3）

地域住民等が一定の権限と責任を持って学校運

営に参画する「学校運営協議会」を置く学校である

「コミュニティ・スクール」の導入や充実に向けた取

組等のため、市町村が実施する事業に対して道が補

助する事業について、国による補助事業が行われて

います。

・補助事業実施市町村数　Ｒ５実績 17市町村

 【回答】 （社会教育課）
コミュニティスクールの各市町村等におけるコー

ディネーター配置については、市町村が実施する事

業に対し、国及び道で補助事業を実施しております。

道教委では、各地域におけるコミュニティ・スクー

ルと地域学校協働本部の一体的な推進による地域

学校協働活動の取組の充実を目指していることか

ら、引き続き予算の確保に努めるとともに、国に対し

ても事業の継続を要望してまいります。

⑼　スクール・サポート・スタッフなどの専門スタッ
フ・外部人材の勤務時間等の拡充及び採用の地
域格差の解消

 【現状】
　教員が児童生徒への指導や教材研究等に一層注

力できる体制を整備するため、教員の業務支援を

行う「教員業務支援員（スクール・サポート・スタッ

フ）」を配置しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

区　分 小学校 中学校 義務教育学校 合計   

Ｒ５ 608 273 15 　896

Ｒ６ 250 111 7 　368

※Ｒ６は５月末現在

 【回答】  （教職員課）
これまでも、教員業務支援員（スクール・サポー

ト・スタッフ）の配置に努めてきており、引き続き国

に対し、希望する全ての学校に配置できるよう、全

額国庫負担化など、十分な財源措置を要望してまい

ります。

また、採用の地域格差については、令和６年度の

任用率（５月末現在）が都市部98.9％、郡部96.6％と

なっており、ホームページや広報媒体を通じた募集

を積極的に行うなど、市町村教育委員会とも連携を

図りながら、人材確保に努めてまいります。

⑽　臨時休校や様々な事情により登校することが
難しい児童生徒へのオンライン授業を行うため
の各家庭に対する通信環境整備の支援

 【現状】
○まなLabo展開事業

　様々な事情により登校できない子どもに端末や

ルーターを貸与し、オンライン学習により学びを継

続させるシステムを構築する事業を実施していま

す。

 【回答】 （ＩＣＴ教育推進課）
（義務教育課）

全ての児童生徒が家庭学習においても端末を活

用できるよう、特に低所得世帯の児童生徒への通信

費の支援を拡充するとともに、地方公共団体が負担

するモバイルWi-Fiルーターの通信費の必要な財政

措置について、全国都道府県教育委員会連合会と連

携し、引き続き国に要望してまいります。

様々な事情により登校することが難しい子どもに

対し、学校と家庭を結ぶオンライン学習を実施する

ことや、地域の公共施設と学校を結び、公共施設を

オンライン学習拠点として実施するなど「まなLabo

展開事業」によるICT環境整備等を通じて子どもたち

の学習の保障に努めます。
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２　GIGAスクール構想の着実な推進と学校に
おける働き方改革のより一層の推進を図られ
たい。

⑴　教育DXに対応した校務支援システムの導入に
向けた環境整備と推進

・情報モラル教育の推進と教育情報セキュリティー
ポリシーに関するガイドラインの改定

 【現状】
■ネットパトロール講習会

年　度 参加者

令和５年度 224名

令和４年度 233名

令和３年度 288名

■ネットパトロール講習会等指導者養成研修会

年　度 参加者

令和５年度 68名

令和４年度 58名

令和３年度 58名

 【回答】  （生徒指導・学校安全課）
（ＩＣＴ教育推進課）

道教委ではこれまで、情報モラルに関する指導

者等を養成するため、公立学校の教職員を対象に

「ネットパトロール講習会」を毎年実施しているほ

か、教職員や教育局の指導主事、社会教育主事を

各種研修会の講師として養成するための「指導者

養成研修会」を毎年実施しております。

また、保護者が児童生徒のネット利用に関する

モラルやリテラシーについて理解を深めるをことが

できるよう、PTA連合会等と連携した学習会を各管

内で開催するなど啓発活動に取り組んでおります。

引き続き、道や道警等とも連携し、情報モラル教

育の推進に取り組んでまいります。

また、教育情報セキュリティについては、市町村

教育委員会に対し、国の「教育情報セキュリティポ

リシーに関するガイドライン」に基づき情報セキュ

リティポリシーを適切に定め、遵守するとともに、

学校における情報セキュリティの確保や個人情報

の保護等に取り組むよう働きかけるほか、国の実践

的サイバー防御演習や「地域情報化アドバイザー

派遣制度」の活用を促進するなどして、児童生徒が

安心して学校でICTを活用できる環境の整備を促進

してまいります。

・転校や進学時など自治体間でのデータ引き継ぎ
が可能となる教職員が有効に活用できる校務支
援システムの全道的な標準化の推進

【現状】
統合型校務支援システムは、校務の負担軽減・

効率化や情報の一元管理を目的に、学校への導入

を推進しているシステム。

北海道においては、小・中学校向けシステムとし

て、人事異動時の負担軽減等を考慮し、複数の市

町村で同一のシステムを使用する共同利用型校務

支援システムを北海道公立学校校務支援システム

として、平成28年４月から道内全域に導入を進めて

いる。

・北海道公立学校校務支援システム導入校

（Ｒ６.４.１） 109自治体685校

 【回答】  （ＩＣＴ教育推進課）
共同利用型の北海道公立学校校務支援システム

では、同一自治体内での転校や進学時などのデー

タ引き継ぎに対応していることから、同システムを

活用する他自治体の学校への引き継ぎも可能とす

るよう運営事業者に働きかけるとともに、校務の効

率化や事務処理の軽減を図るため、同システムの

導入を促進してまいります。

 
⑵　ＧＩＧＡスクール構想における人的支援・学びの

充実・通信環境整備の充実
・管理職を含めた全教職員への指導者用タブレット

端末の整備
・タブレット端末環境の維持更新費用に係る公費負

担のための財政措置【新規】
・周辺機器（大型提示装置等）及びデジタル教科書、

デジタル教材並びに教育ソフトウェア等のICT機
器や通信環境の整備・拡充

 【現状】
　教育のICT化に向けた環境整備計画により、端末

更新等として、単年度1,805億円の地方交付税が措

置されている。

 【回答】  （ＩＣＴ教育推進課）
義務教育段階の１人１台端末の更新に係る費用

は、国の令和５年度補正予算により措置されたとこ

ろですが、当該費用の恒久的な措置と併せて保守

等の維持費用についても財政措置を講じるよう、引

き続き国に要望してまいります。

また、指導者用端末や大型提示装置等、教育の

ICT化に向けた環境整備に必要な経費は、地方交付

税措置されていることから、予算の確保について、
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引き続き市町村及び市町村教育委員会に働きかけ

を行うとともに、財政措置の拡充について、引き続

き国に要望してまいります。

・拡大プリンター、複合機等、学校における教育DX 
推進に伴う環境改善に向けた予算措置の促進

 【現状】
地方交付税で財源措置されている教材等の整備の

ための経費について、市町村及び市町村教育委員会

に対し、事業予算の確保について指導しています。

 【回答】  （義務教育課）
学校における働き方改革のため、地方交付税で財

源措置されている事務機器等を計画的に整備する

よう、引き続き市町村及び市町村教育委員会に働き

かけてまいります。

・授業改善推進チーム（端末活用）やＧＩＧＡスクール
サポーターの配置促進

 【現状】
○新しいかたちの学びの授業力向上推進事業

　道教委では、国語、算数・数学の教科指導に豊富

な経験があり、高い専門性を備えた教員とICTを効果

的に活用した授業改善に高い意欲を持つ教員がグ

ループとなり、学校を巡回し、教員の授業力向上及

び学校全体での授業改善に取り組み、その成果を管

内に普及する取組を実施しており、令和６年度は、

16市６町の小中学校に22グループ配置しています。

 【回答】 （ＩＣＴ教育推進課）
 （学力向上推進課）

ICTを効果的に活用した授業改善などを一層推進

するためには、実践的指導力を有する教員が学校を

巡回し、ティーム・ティーチング等による授業改善

などの取組を行い、その成果等を地域全体はもとよ

り、広く全道に普及していくことが重要と考えてお

り、引き続き推進教員の配置に努めてまいります。

また、ICT支援員については、配置の継続に向け

た財政措置の拡充や人材確保のための支援を行う

ことについて、国に要望しているところであり、引

き続き、必要な対応を行ってまいります。

なお、GIGAスクールサポーターについては、令

和４年度をもって国の補助が終了しておりますが、

市町村教育委員会に対し、ICTを活用した学びの推

進に向け学校現場を支える体制を構築する、国の

「GIGAスクール運営支援センター整備事業」の活用

を働きかけるほか、本事業費に係る補助について

継続するとともに、その機能拡充を実現するための

財政措置を講じることについて、引き続き国に要望

してまいります。

・デジタル教科書、デジタル教材等の活用のための
通信環境の点検と整備

 【現状】
文部科学省では令和３年度から学習者用デジタル

教科書の活用を促す実証事業を実施しており、令和

６年度からは、本格的な導入を進めています。

なお、現状では、義務教育諸学校においては、紙

の教科書が無償給与されており、デジタル教科書は

無償給与の対象となっていません。

【回答】  （義務教育課）
（ICT教育推進課）

デジタル教科書の導入にあたり、標準的な規格

や機能、教材との連携、無償配付、児童生徒の健

康への影響などの課題等について、全国的な検証

結果を踏まえた取組を進めるよう、国に要望してま

いります。

また、デジタル教科書、デジタル教材等の活用

など、今後の通信量の増加も見越した機器・設備の

更新やネットワーク増強、「教育情報セキュリティ

ポリシーガイドライン」に定める情報セキュリティ

強化対策の費用等について、耐用年数やランニン

グコスト等を踏まえた継続的かつ十分な財政措置

を講じるよう、全国都道府県教育委員会連合会と

連携し、引き続き国に要望してまいります。

・ICT端末を効果的に活用した授業づくりなど各種オ
ンライン研修等の参加費の道費負担【新規】

【現状】
道教委では、研修の目的や内容に応じて、遠隔形

式や集合形式、複合形式などの効果的・効率的な研

修実施に努めていますが、ICTを活用した授業改善

等、ICT活用研修については、遠隔形式による実施を

基本としているところです。

 【回答】 （教職員育成課）
ICT端末を効果的に活用した授業づくりの研修に

ついては、各管内において指導的な役割を果たす

教員等を対象にした研修や、自治体や学校が行う

ICT活用研修の講師派遣などの支援を行っていま

す。

引き続き、遠隔形式を基本としているICT活用研

修の充実を図るほか、教職員研修旅費など、必要

な予算の確保に努めます。

⑶　「学校における働き方改革『北海道アクショ
ン・プラン』（第３期）」の着実な推進　

・校務支援システム、調査のオンライン化など教育
DXの一層の充実と地域間格差の解消【新規】
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 【回答】  （ＩＣＴ教育推進課）
校務の効率化や事務処理の軽減を図るため、北

海道公立学校校務支援システムの導入を促進する

ほか、パブリッククラウドによる統合型校務支援シ

ステムやネットワーク統合に要する情報セキュリ

ティ対策の強化など、システムの保守管理・更新に

必要な財政措置を講じるよう、引き続き国に要望し

てまいります。

また、令和５年度に設置した北海道GIGAスクー

ル推進協議会において、情報教育の技術面の地域

間格差解消につながるよう道内市町村間で北海道

の学校教育の情報化に対する施策等を協議するな

ど、今後も引き続き、必要な対応を行ってまいりま

す。

・保護者等への働き方改革の必要性に係る周知
 【現状】
北海道アクション・プラン（第３期）の策定にあ

わせ、教育長メッセージを発出し、働き方改革の趣

旨や必要性を周知したほか、保護者等への協力を

依頼しています。　

 【回答】  （教職員課）
働き方改革を進めていく上で、保護者や地域と

の連携・協働は不可欠と考えており、各PTA関係団

体等の会議や研修会の場などもお借りして、学校

の実情や働き方改革の趣旨・必要性等について説

明を行うほか、「働き方改革通信」の発行などによ

り、積極的な情報発信に努めてまいります。

・取組の検証に基づいた実効性ある取組の啓発
 【現状】
令和２年度から開始した働き方改革推進事業の

推進校において、働き方改革の手引「Road」や「北

海道アクション・プラン（第３期）」に掲げる取組

を積極的に進め、成果と課題の検証をするととも

に、広く好事例の普及を図っているところです。　

 【回答】  （教職員課）
推進校をはじめ各校で実践している好事例を収

集・検証するとともに、その成果を事業報告会や道

教委HPなどで広く周知するなど、普及啓発に努め、

働き方改革の実効性が高まるよう取り組んでまいり

ます。

⑷　働き方改革を踏まえた部活動改革の推進
・部活動指導員の全中学校への配置など、教員の

負担軽減につながる具体的な環境整備 
【現状】
　平成30年度から、公立の中学校に部活動指導員

を配置した市町村に対し、支援を実施しています。

　また、部活動指導の一層の充実と教員の部活動

指導の負担軽減を図るため、平成31年１月に「北海

道の部活動の在り方に関する方針」を策定するとと

もに、合理的でかつ効率的・効果的な活動を推進

するため、好事例集を作成するなど、適切な部活動

の実施・充実を推進しています。

〇部活動指導員配置状況   　　　   （人）

区　分 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

市町村数 13 16 16 21 33

学 校 数 30 39 44 53 調査中

配置人数 43 63 63 90 168

（※Ｒ６は見込）

 【回答】  （部活動改革推進課）
公立学校における部活動指導員の配置を促進す

るため、引き続き予算の確保に努めるとともに、国に

対し、財源措置の充実について要望してまいります。

・休日の部活動の地域移行に向けた各市町村への
人的・物的に係る財政的支援

 【現状】
国の「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の

在り方等に関する総合的なガイドライン」（令和４

年12月）では、公立中学校等を対象として段階的に

地域移行を進めること、地域連携や地域クラブ活

動への移行について、令和５年度から令和７年度

までの３年間を改革推進期間と位置付けて支援す

ることが示されています。

これを受け、道教委では、「北海道部活動の地

域移行に関する推進計画」（令和５年３月）を策定

し、令和５年度から令和７年度までの３年間で公立

中学校等における休日の部活動の地域クラブ活動

への移行に向けた取組を重点的に行うこととし、地

域や学校の実情等に応じて可能な限り早期の実現

を目指し、各市町村において地域移行に向けた議

論や検討が進むよう促しています。　

 【回答】  （部活動改革推進課）
指導者確保のための人材バンクの整備や地域の

実情に応じた提案や助言を行うアドバイザーの派

遣などに取り組むとともに、地域クラブ活動を担う

自治体に対する継続した財政支援や保護者負担軽

減のための財源確保について、引き続き国に要望

してまいります。

⑸　勤務時間内（７時間45分）での業務遂行を可能
とする教員定数の改善や学校が担うべき業務の
精選など教員を支える環境整備 
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【現状】
　国の中央教育審議会答申で示された「これまで

学校・教師が担ってきた代表的な業務の在り方に

関する考え方」などを踏まえ、「北海道アクショ

ン・プラン（第３期）」を策定し、学校が担うべき

業務の精選・見直しについて働きかけています。

【回答】  （教育政策課）
 （教職員課）

現行の基準以上に教職員を配置するためには、

国の定数改善が必要と考えており、定数措置の拡

充について、国に対して要望してまいります。

また、教員が教員でなければできない業務に専

念することができるよう、ICTの有効活用、教員業

務支援員（スクール・サポート・スタッフ）や部活

動指導員等の外部人材の配置、道内の優れた実践

事例の普及など、学校における働き方改革に取り

組んでまいります。

⑹　子どもと向き合う時間の確保のための学校事
務の整理

・諸調査及び調査項目の削減や他調査への統合
並びに調査等のDX化の推進

 【現状】
　学校を対象として行う調査については、教職員

の事務負担を軽減するため、可能な限り廃止や縮

小、他の調査との統合等の精選を図るとともに、

Web上で回答できる形式で実施するよう努めていま

す。

 【回答】 （教職員課）
今後も、調査の必要性と手法の妥当性を考慮し、

精選を図るなど、調査業務の一層の見直しに努め

てまいります。

引き続き、各種届出や報告事項等の見直しを行

い、提出書類や様式の簡素化を進めるとともに、簡

易申請システムを活用した調査方法を検討し、可

能なものから実施します。また、市町村教育委員会

に対し、学校を対象として行う調査業務の見直しを

促すなど、学校の負担軽減に留意した見直しを促

してまいります。

・給食の公会計化を含めた徴収金業務等、学校事
務の整理及び各種文書の早期の学校提示

 【現状】
　学校を対象として行う調査については、提出期

間を十分に確保し、一定期間に調査業務が集中

することのないよう配慮するなど取組を進めてい

ます。

　また、学校給食費の公会計化等については、導

入を積極的に検討するよう、各市町村教育委員会

に対し通知しています。

 【回答】 （教職員課）
（健康・体育課）

学校現場の教職員の声を丁寧に聴き取りながら

学校や教員の実情に応じた業務の精選を行うとと

もに、道教委から発出する各種文書については、

早期に通知するよう努めてまいります。また、学校

を対象として行う調査については、調査内容の精

選に加え、あらかじめ年間の見通しをもって対応

することができるよう、年間計画等を送付するなど、

学校の負担軽減に努めてまいります。

また、学校給食費の公会計化等については、計

画的な導入に向けた取組を推進するよう、各市町

村教育委員会に対し、引き続き働きかけてまいりま

す。

３　教育課程編成、実施及び充実のための条
件整備を図られたい。

⑴　「生きる力」を育む教育課程の編成
・実施・評価・改善に向けた道独自の条件整備
・授業時間数の増加に見合った教員数の確保
・小学校高学年の教科担任制及び外国語、算数、

理科、体育の専科指導のための正規教員の加配
や講師等の年度当初からの確実な人的配置

【現状】
○小学校専科指導

・Ｒ６年度　663校（うち非常勤講師対応59校）

（Ｒ５年度　566校（うち非常勤講師対応47校）） 
　道教委では、これまでも道教委のホームページ

やハローワークでの募集を行うとともに、北海道教

育庁代替教職員等応募・任用システムにより確保

に努めているほか、道内はもとより道外の教員養成

課程のある大学を訪問し、候補者の推薦を依頼し

てきたところです。

　また、潜在的な教員希望者に向けて、教職につ

いて興味や関心を持っていただくよう、広報等によ

り教員を募集しているところです。

【回答】  （教育政策課）
（教職員課）

道教委では、国の加配を活用するなどして小

学校専科指導の拡大及び中学校免許外教科担任

の解消など、教育環境の整備に努めているとこ

ろです。

小学校専科指導や中学校免許外教科担任の解

消などの一層の充実のためには、国の定数改善
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が必要と考えており、教育環境の整備に必要な

定数措置の拡充について、全国都道府県教育委

員会連合会と連携し、国に対して要望してまい

ります。

　道教委としては、安定的な学校運営を図る上で、

必要な教員の配置は必須の条件整備であると考え

ており、今後とも、市町村教育委員会と緊密に連携

し、退職者などの状況や翌年度以降の学級編制、

学校の統廃合などをより的確に踏まえた教員の確

保に努めてまいります。

また、教員採用選考検査において、登録後すぐ

に働くことができる方を年度途中から採用するほ

か、潜在的な教員希望者向けの説明会を実施する

などして、教職について興味や関心を持っていた

だけるよう努めながら、引き続き、広報等により教

員を募集してまいります。

なお、60歳を超えた退職者のうち再任用対象で

はない者については、令和２年度から臨時的任用

を新たに行うこととしたほか、引き続き時間講師と

しても活用していくこととしています。

今後とも、教員の確保に取り組んでまいります。

・武道の安全な履修のための武道場、防具等の整備
 【現状】
○学校施設環境改善交付金

　中学校武道場新改築事業　補助率１／３

 【回答】 （施設課）
（健康・体育課）

公立中学校等の武道場の新改築については、学

校施設環境改善交付金による補助制度が設けられ

ており、道教委では、補助単価の引上げ等施策の充

実について、引き続き国に要望してまいります。

武道関係の備品については、武道用教材費とし

て市町村に対し、直接交付税措置されています。

⑵　３学級４定員、６学級８定員など、小規模校に
おける定数改善及び専任教頭の全校配置

 【現状】
○配置基準（小学校）

　３学級　児童数16人以上…５定員、15人以下…４定員

　６学級　児童数101人以上…９定員、100人以下…８定員

【回答】  （教育政策課）
道教委では、国の加配を活用するなどして小学

校専科指導の拡大及び中学校免許外教科担任の解

消など、教育環境の整備に努めているところです。

小学校専科指導や中学校免許外教科担任の解消

などの一層の充実のためには、国の定数改善が必

要と考えており、教育環境の整備に必要な定数措

置の拡充について、全国都道府県教育委員会連合

会と連携し、国に対して要望してまいります。

⑶　中学校における免許外担当の一層の縮減のた
めの講師制度の拡大と充実

 【現状】
○中学校免許外教科担任の解消（６学級以下）

・Ｒ６年度　202校（うち非常勤講師対応69校）

（Ｒ５年度　188校（うち非常勤講師対応61校）） 
【回答】  （教育政策課）
　３の⑵にて回答済み

⑷　教員採用選考制度の更なる改善及び初任者の
適正な配置並びにバランスのとれた教職員構成
と広域人事等による地域教育力の向上を図る施
策の推進

 【現状】
実施年度 教員採用選考検査の改善内容

平成20年度 ・栄養教諭募集開始

平成21年度 ・高校水産募集開始

平成22年度 ・一般選考(地域枠)導入 ※日高、宗谷、根室

平成23年度
・１次検査を全てマークシートで実施

・２次面接検査で模擬授業導入

平成24年度
・保健体育の実技検査に武道（柔道又は剣道）

を加える

平成26年度 ・併願制度導入

平成27年度

・工業・水産特別選考実施

・社会人特別選考における受験資格の実務経験

年数引き下げ

平成28年度 ・北海道採用希望者の年齢要件引き上げ

平成29年度 ・一般選考（地域枠）拡大 ※中学校

平成30年度

・模擬授業、集団面接廃止。個別面接２回実施

へ

・期限付き教員特別選考開始

令和元年度 ・１次選考会場に東京会場を新設

令和２年度

・加点制度の新設

・現職教員特別選考、登録辞退者特別選考 新設

・一般選考（地域枠）拡大 ※オホーツク

令和３年度 ・障がい者特別選考受験資格拡大

令和4年度
・１次選考会場に大阪会場を新設

・２次検査会場を選択可能に

令和5年度
・教育大学院修了者特別選考新設

・大学３年生向けの特別検査実施

令和6年度

・教員免許のない社会人を対象とした特別選考

新設

・期限付き教員特別選考の資格要件拡大

 【回答】  （教職員課）
教員採用選考検査では、より多様で専門性の高
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い人材を確保するため、今年度から教員免許を所

有していない者を含めた社会人を対象とした特

別選考（セカンドキャリア特別選考）を新設する

とともに、従来から実施している期限付き教員特

別選考の資格要件の拡大などを行ったところであ

り、引き続き改善を図ってまいります。

また、初任者の配置に当たっては、人材育成の

観点から学校規模等を考慮し、年齢バランスの

とれた教員配置となるよう努めるとともに、採用

選考検査の「地域枠」での採用や「広域人事」の

推進、各管内における「都市部と郡部間の人事異

動」の実施などにより、地域教育力の向上に努め

てまいります。

⑸　学力向上や体力向上方策としての退職教員等
外部人材の活用充実と地域人材やボランティア
の確保に関する必要経費補助

 【現状】
○退職教員等外部人材活用事業

　道教委では、授業でのティーム・ティーチングや

放課後における補充的な学習のサポートの取組を進

めており、令和６年度は、小学校205校、中学校69校

で実施しています。

　令和６年度道教委では、体力向上について次の予

算事業に取り組んでいます。

○体力向上支援事業　	           計　4,114千円

　①体力向上推進会議		  　709千円

　②小学校体育専科教員活用事業	 　550千円

　③小学校体育エキスパート教員巡回事業

		  　987千円

　④中学校授業実践セミナー事業		  1,868千円

【回答】  （学力向上推進課）
 （健康・体育課）

学校において、特色ある教育活動を展開し、基礎

的・基本的な知識・技能の確実な定着やこれらを活

用する力の育成、個に応じた多様な教育の充実を図

るには、補充的な学習サポートなど学力向上の取組

は重要と考えており「退職教員等外部人材活用事

業」について引き続き予算の確保に努め、退職教員

や社会人などの活用に努めてまいります。

体力向上については、児童生徒の運動習慣の定着

や更なる授業改善に向けた取組が必要であることか

ら、「体力向上推進事業」において、体力向上推進会

議の開催、体育専科・エキスパート教員の派遣や中

学校教員への指導力強化研修を開催し、学校におけ

る体力向上の取組の改善・充実や教員の指導力向上

を図るほか、どさん子体力アップ強調月間を通じた取

組を推進しているところであり、児童生徒の体力向

上に向け、学校、家庭、地域、行政が一体となった取

組を進めるため、引き続き予算の確保に努めます。

ついては、各学校でこれらの事業を有効に活用し

ていただきたいと考えています。

⑹　高校や大学と連携した教員志望者の人材確保
及び育成

 【現状】
○教員の魅力向上と資質向上に関する取組

　北海道教育大学と連携した取組として、高校生を

対象に、教職の魅力を伝える「教員養成セミナー」

の開催や、小・中学校で教員業務を体験する「イン

ターンシップ」を行うとともに、一部の高等学校で、

希望する生徒を対象に教職について学ぶ「教員基

礎コース」、「教員基礎探究コース」を設置するほ

か、大学生を対象に、北海道で教職に就く気持ちを

高めるため、北海道ならではの小規模校等における

「草の根教育実習」や道教委職員による大学での出

前講座を行っています。　

 【回答】  （教職員育成課）
今後は、各取組の接続を強化し、連続性・継続性

を重視した一体的なプログラムとして再構成して周

知、参加者の増に取り組むことにより、高校生の段

階で抱いた教職を志望する意欲を大学卒業まで維

持し、一層高めるなどして、教職を志望する学生の

安定的な確保に努めます。

⑺　修学旅行の引率教員旅費（宿泊費）など、物価高
騰に伴う各種値上げに相当する必要経費が支給さ
れる基準額や限度額等の改定

 【現状】
道教委では、平成16年（2004年）４月１日から、修

学旅行等で児童又は生徒を引率して旅行した場合

の旅費について、北海道職員等の旅費に関する条例

（以下「旅費条例」という。）に基づき支給される鉄

道賃、船賃、航空賃車賃及び宿泊料の額は、その用

務の特殊性を考慮し、旅費条例に基づき支給される

額の範囲内で、実費経費を支給することとしていま

すが、当該旅費の調整により旅行が困難となる場合

については、個別に協議を受け、判断する取扱いと

しています。

【回答】  （教職員事務課）
修学旅行の引率旅費については、旅費条例で定

める宿泊料等の改定を現時点で検討しておりません

が、旅行が困難となる場合については、平成16年４

月１日以降、個別協議により対応しているところであ
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り、令和６年２月に改めて本取扱いに係る通知を発

出し、その周知に努めたところです。

４　豊かな心を育む教育やいじめ問題等への
取組の充実について措置されたい。

⑴　いじめや不登校対策などを充実するために必要
な専門家の配置拡充

・スクールカウンセラーの週の勤務日数の増加、ヤン
グケアラーの対応を支援するスクールソーシャル
ワーカーや学校だけでは対応が困難な児童生徒
の課題等に対し、相談やサポートを依頼できるス
クールロイヤーの配置拡充

 【現状】
生徒指導の充実を図るため不登校やいじめ問題

への対応等、学校においてよりきめ細かな指導がな

されるよう、教職員の研修機会の確保やスクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置し

ています。

○スクールカウンセラー活用事業

(　）内はＲ５年度

 ・配置校数（Ｒ６年度予定）    1,299校 ( 1,242)

　　小学校	 660校（  607）

　　義務教育学校	 24校（   19）

　　中学校	 400校（  406）

　　中等教育学校	 １校（    1）

　　高等学校	 186校（  187）

　　特別支援学校	 28校（   22）

(　）内はＲ４年度

 ・緊急派遣校数（Ｒ５年度実績）	 33校（   26）

　　小学校	 4校（    4）

　　義務教育学校	 0校（    0）

　　中学校	 14校（    4）

　　高等学校	 10校（   16）

　　特別支援学校	 5校（    1）

○令和６年度予定 スクールソーシャルワーカー活用事業

（　）内はＲ５年度

　・委託契約による配置市町村数：43（41）

　・道教委任用者数：16名（16名）

【回答】  （生徒指導・学校安全課）
スクールカウンセラーについては、国のスクール

カウンセラー等活用事業（国庫補助事業）を活用

し、心理に関する専門的な知識や経験を有する者を

スクールカウンセラーとして、札幌市立を除く小学

校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、高等学

校及び特別支援学校を対象に配置しております。

令和６年度のスクールカウンセラー活用事業につ

いては、必要な予算確保に努め、小学校、中学校、

義務教育学校、中等教育学校、高等学校及び特別支

援学校合わせて1,299校に配置校を拡充する予定で

す。また、未配置校においては配置校同様、不登校

児童生徒等を対象とした、スクールカウンセラーに

よるオンラインカウンセリングを実施するとともに、

緊急に児童生徒の心のケアを必要とする案件が発

生した場合には、スクールカウンセラーの緊急派遣

を実施できるようにしています。

スクールソーシャルワーカーについては、国の補

助制度（スクールソーシャルワーカー活用事業）を

活用し、希望する市町村との委託契約により市町村

に配置するほか、委託契約をしていない市町村や道

立学校に対しては、道教委で任用したスクールソー

シャルワーカーを派遣できる体制を整備しています。

令和６年度のスクールソーシャルワーカー活用

事業については、必要な予算確保に努め、委託契約

をした市町村数を２市町増の43市町とし、道教委で 

16名のスクールソーシャルワーカーを任用したとこ

ろです。また、市町村教育委員会からの申請がない

場合であっても、教育局長がスクールカウンセラー

やスクールソーシャルワーカーの派遣が必要な事案

が生じていることを把握した場合は、当該市町村教

育委員会と協議の上で派遣することができるアウト

リーチ型での派遣をしています。

道教委では、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーの活用がいじめや不登校等への

対応として効果を上げており、学校の教育相談体制

の充実を図る上で重要であることから、引き続き国

に対して、スクールカウンセラー及びスクールソー

シャルワーカーの活用事業の拡充や制度の充実を

働きかけているところです。

【現状】
いじめ問題等に効果的に対応するため、医師や弁

護士などにより構成される外部専門家チームを設置

し、学校や市町村教育委員会の要請に応じて、専門

家を派遣しております。

○外部専門家チームの派遣実績（令和５年度）

　・学校等支援…10件（うち弁護士の派遣８件）

・地域いじめ問題協議会への助言等…８件

（うち弁護士の派遣４件）

【回答】  （生徒指導・学校安全課）
道教委では、これまで、いじめ問題等に効果的に

対応するため、医師や弁護士などにより構成される

外部専門家チームを設置し、学校や市町村教育委

員会の要請に応じて、専門家を派遣してきたところ

です。
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【現状】
○スクールロイヤー

令和３年９月から道央、道南地区、11月から道東

地区、令和４年１月から道の学校において、スクー

ルロイヤーによる法務相談が可能となっています。

・Ｒ５年度相談件数65件

（うち、小：17件、中：５件）

【回答】   （教職員課）
　スクールロイヤーについては、学校現場におけ

る深刻な児童生徒間トラブルや外部からの過剰な

要求など、学校だけでは適切に対応することが困

難な事案に対し、弁護士が法的視点から助言を行

い、円滑な学校運営の支援と教員の業務負担の軽

減を図るものであり、引き続き、必要な予算の確

保に努めてまいります。

⑵　家庭・地域社会・関係機関と連携した生徒指
導・教育相談体制の充実

 【現状】
○道教委の取組

　⑴　北海道いじめ問題対策連絡協議会の開催

　　令和５年度１回開催

⑵　北海道いじめ問題等解決支援外部専門家

チーム員の派遣

　全道４ブロックに設置、25名任用（Ｒ５）

⑶　北海道子ども相談支援センターの設置

①平成27年10月設置

②令和５年度の相談件数2,226件（令和５年４月

～令和６年３月 電話、メール、来所合計）

 【回答】  （生徒指導・学校安全課）
道教委では、学校、家庭、関係機関と連携して

生徒指導・教育相談に取り組むことが重要と考え

ており、これまでも、北海道いじめ問題対策連絡

協議会や地域いじめ問題等対策連絡協議会の開催

による関係機関・団体との連携強化、スクールカ

ウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配

置拡充、有識者や弁護士などで構成する支援チー

ムの学校への派遣や子ども相談支援センターにお

ける問題解決につなげる支援などを行ってきたと

ころです。

今後も、引き続き、関係機関等と連携しながら、

生徒指導・教育相談の充実に努めてまいります。

⑶　「人間尊重の教育の推進」に向けた施策及び
研修の充実

 【現状】
○施策の充実

・各種指導資料等の作成・配付、市町村教育委員

会及び各学校への指導助言

・道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業の

実施

①道徳教育推進会議の開催、各種資料の作成

・成果普及資料「自尊感情、規範意識を醸成す

る道徳教育の充実～豊かでたくましい心を育

むために～」（令和２年３月）

・「道徳教育校内研修パッケージ『考え、議論

する道徳』の実現に向けて」（令和２年11月）

・「道徳教育の充実に向けて～自尊感情や規範

意識の醸成に向けた道徳科の授業改善～」　　　

（令和４年３月）

・「自尊感情の醸成に向けた道徳教育の充実」

について（令和５年３月）

・令和５年度小・中学校教育課程改善の手引　

（令和５年３月）

・「特別の教科 道徳」授業づくりハンドブック

（令和６年３月）

・令和６年度授業づくりに関する指導資料　　

（令和６年３月）

②著名人を学校に派遣し、心に響く講話などを行

う｢道徳教育特別非常勤講師派遣事業」

令和元年度　著名人特別非常勤講師　39市町村

（小30校、中19校、小中併置校１校）　延べ　50名

令和２年度　著名人特別非常勤講師　21市町村

※無償での実施

（小16校、中11校）延べ　30名

令和３年度　著名人特別非常勤講師　35市町村

（小21校、中22校）延べ　43名

令和４年度　著名人特別非常勤講師　33市町村

（小21校、中22校、義務教育学校１校） 延べ 47名

令和５年度　著名人特別非常勤講師　36市町村

（小35校、中12校、義務教育学校３校） 延べ 50名

【回答】  （義務教育課）
（生徒指導・学校安全課）　

自立した人間として他者と共によりよく生きるた

めの基盤となる道徳性を養うことを目的とする道徳

教育の充実に資するよう、国の道徳教育の抜本的

改善・充実に係る支援事業を引き続き実施してま

いります。本年度は、よりよく生きるための基盤と

なる道徳性の育成のため、主に次の取組を通じて、

道徳科の特質を踏まえた授業づくりや、家庭や地

域と連携した道徳教育を推進してまいります。

・管内の中核となって道徳教育を推進することが期

待される教員等を対象とした北海道道徳教育推

進会議
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・著名人を学校に派遣する「子どもの心に響く道徳

教育推進事業」

・児童生徒及び保護者、地域住民等が参加するシ

ンポジウム

また、令和５年度小・中学校教育課程改善の手

引において、学校における人権教育の充実に向け

た取組等を掲載しており、こうした資料を活用して

校内研修の充実を図るよう指導主事の学校訪問等

で働きかけてまいります。

 【現状】
○施策の充実

⑴　児童生徒仲良しコミュニケーション活動奨励

事業の実施

　　本道児童生徒のいじめに対する意識の醸成

やいじめ・不登校の未然防止を図るため、各学

校等において、児童生徒同士でいじめの問題を

自分のこととして捉え、共に考え、議論するコ

ミュニケーション活動を推進。

・各管内で、各学校の実践やいじめ未然防止

等をテーマに協議する子ども地区会議を開

催

・各学校で児童会・生徒会活動等で、児童生徒

自らがいじめの防止に取り組む活動を実践

・学校等の取組を、道教委のWebページで周知

⑵　絆づくりメッセージコンクールの実施

よりよい人間関係を構築し、思いやりをもっ

て人と接する社会の実現に向けた意識の向上

を図るため、よりよい人間関係づくりを呼びか

けるメッセージを募集。

・「ことば・メッセージ」と「ポスター・メッセー

ジ」「写真・メッセージ」を募集し、審査及び

表彰を実施

・令和５年度出品数

ことば・メッセージ   440校　16,085作品

ポスター・メッセージ  68校    543作品

写真・メッセージ　　 18校  　114作品

【回答】  （生徒指導・学校安全課）　
道教委では、これまで、子どもたちがいじめ問

題について考え、行動することを目指し、子ども

同士が心の結び付きを深め、お互いのよさを認め

合う大切さを実感できる道徳科の授業や体験活

動、児童会・生徒会活動を全ての学校で展開でき

るよう、市町村教育委員会と連携して取り組んで

きたところです。

今後も、各学校において、子どもたちに「いじ

めは絶対に許されない」という人権感覚と、お互

いのよさを認め、意思を尊重し合い、いじめや人

権侵害のない社会を形成しようとする資質･能力を

育成する指導が一層推進されるよう取り組んでま

いります。

⑷　貧困による教育格差解消のための取組の充実
 【現状】
道教委では、これまで、子どもの将来が生まれ

育った環境によって左右されることなく、また、世代

を超えて貧困が連鎖することがないよう、各種施策

を実施するとともに、様々な支援制度の周知を行っ

ています。

＜各種施策＞

○学校における教育支援

スクールソーシャルワーカー活用事業、スクール

カウンセラー活用事業、家庭教育支援活動（学

校・家庭・地域連携協力推進事業）、放課後子供

教室・子ども未来塾（学校・家庭・地域連携協力

推進事業）

○就学支援の充実

就学援助、道立青少年体験活動支援施設利用料

金免除、道立青少年体験活動支援施設主催事

業、高等学校等就学支援金、高等学校専攻科就

学支援金、奨学のための給付金、公立高等学校

定時制課程及び通信制課程生徒学資金、高等学

校定時制課程教科書給与事務及び通信制課程教

科書学習書給与事務、高等学校等就学支援事業

費（学び直しへの支援）、特別支援教育就学奨

励事業　

【回答】  （教育政策課）
今後も、教育、保健福祉、その他の支援団体等

により、全ての振興局において設置している「地域

ネットワーク会議」を活用しながら、子どもの貧困

の効果的な支援方策や子どもの居場所等に関する

好事例を普及していくほか、各種支援制度の一層

の利用促進や、子どもたちの不安・悩みに寄り添え

る相談体制の充実を図ることにより、誰ひとり取り

残されることなく、安心して学習に打ち込める教育

環境づくりに努めます。

５　特別支援教育の円滑な推進に向けた条件
整備を図られるとともに、国や市町村教委へ
の働きかけに努められたい。

⑴　通常の学級における特別支援教育支援員の
整備（配置数の拡充と待遇改善）

・市町村の格差解消のための特定財源化に向け
た働きかけ
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 【現状】
　通常の学級の特別支援教育支援員については、

市町村において、配置や時数などの要綱を定め採用

など適切に対応されています。

・小学校及び中学校の特別支援教育支援員の配置数（札幌市除く） （人）

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

特別支援教育支援員数 2,016 2,025 2,022 2,103 2,155

 【回答】  （特別支援教育課）
特別支援教育支援員の待遇については、各市町

村において定めているところですが、道教委におい

ては、北海道特別支援教育振興協議会と連携し研

修会を開催しており、引き続き、支援員の資質向上

に努めてまいります。

また、特定財源化について、国においては、市町

村の裁量権を拡大する目的で一般財源化を図ったも

のであり、道教委においては、引き続き、国に対し、

特別支援教育支援員の配置に係る地方財政措置の

拡充について要望を行ってまいります。

⑵　通常の学級への支援及び特別支援学級の教
員配置基準の見直し

・子ども一人一人の教育的ニーズや適切な指導及び
必要な支援を行うためのより少人数での指導を可能
とする特別支援教育に携わる教員の増員　

 【現状】
○通級指導加配

通常の学級に在籍し、発達障がい等のある児童生

徒に対し、特別の指導の場を設け、障がいに応じた

専門的な指導を行う学校に配置しています。

・Ｒ６年度 548人（Ｒ５年度　502人）

〇特別支援学級教員配置基準

学級数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

小学校 １ ２ ４ ５ ６ ７ ８

中学校 １ ３ ４ ５ ６ ７ ８

※小学校：肢体不自由者、自閉症・情緒障がい

者又は知的障がい者で編制する学級

が１学級７名以上又は２学級の場合

は１名を加算

※中学校：肢体不自由者、自閉症・情緒障がい者

又は知的障がい者で編制する学級が

１学級７名以上の場合は１名を加算

【回答】   （教育政策課）
障がいのある児童生徒一人一人の教育的ニーズ

に応じた指導、支援をより一層適切に行うために

は、国の定数改善が必要と考えており、特別支援教

育の充実を図るための定数措置の充実について、全

国都道府県教育委員会連合会と連携し、国に対して

要望してまいります。

⑶　特別支援教育コーディネーターの定数配置に
よる専任制及び養成研修の充実

 【現状】
本道の全ての小学校及び中学校において、特別支

援教育コーディネーターを指名していますが、その

うち経験年数が３年未満の教員が小学校43.0％、中

学校50.5％であり、特別支援教育に関する研修を受

講している教員が小学校95.3％、中学校96.0％です。

道教委では、特別支援教育コーディネーターの専

門性向上を図るため、平成18年度から特別支援教育

コーディネーターを対象とした研修会を教育局単位

で実施してまいりました。

 【回答】  （特別支援教育課）
道教委としては、全ての学校、学級に特別な教育

的支援を必要とする児童生徒が在籍している可能

性があることを前提に、特別支援教育コーディネー

ターが核となり、全教職員で組織的に対応する校内

支援体制を整備、充実させることが必要と考えてお

ります。

そこで、特別支援教育コーディネーターを対象

に、関係機関との連携に関わる内容として「特別支

援教育充実セミナー」を実施するとともに、校内支

援体制の整備、充実に関わる内容として「特別支援

教育コーディネーター研修会」を本年度から新たに

実施しております。さらには、道立特別支援教育セ

ンターにおける研修講座の実施やオンデマンドの研

修動画の配信を行うなどして、専門性の向上に取り

組んでまいります。

なお、特別支援教育の推進に係る定数措置等に

ついては、国に対して今後とも要望してまいります。

⑷　インクルーシブ教育システムの理念を具現化
する環境整備の充実

・障がいのある子どもの可能性を引き出すための合
理的配慮と基礎的環境整備の推進　

 【現状】
中央教育審議会が平成24年７月に公表した「共生

社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構

築のための特別支援教育の推進（報告）」において、

「障害のある子どもに対する支援については、法令

に基づき又は財政措置により、国は全国規模で、都

道府県は各都道府県内で、市町村は各市町村内で、

教育環境の整備をそれぞれ行う」と示されました。
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また、平成25年９月に学校教育施行令の一部が改

正され、就学先決定の手続きが変更され、障がいの

状態や本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、

専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏ま

えた総合的な観点から、就学先を決定する仕組みへ

と改められました。

さらには、平成28年４月に「障害を理由とする差

別の解消の推進に関する法律」が施行され、公立学

校を含む全ての行政機関における不当な差別的取

扱の禁止及び合理的配慮の提供が義務付けられる

とともに、平成30年４月には、「北海道障がい者の意

思疎通の総合的な支援に関する条例」と「北海道言

語としての手話の認識の普及等に関する条例」が施

行されました。

各市町村においては、特別支援教育の対象となる

児童生徒が十分な教育を受けるための教育的ニー

ズに応じた必要な支援について、保護者と合意形成

を図りながら就学先が決定されています。

 【回答】  （特別支援教育課）
道教委では、インクルーシブ教育システムの推

進に向け、特別な教育的支援を必要とする児童生徒

の、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指

導を提供できる、連続性のある「多様な学びの場」

を整備する観点から、通常の学級を担当する教員が

全ての児童生徒に対する授業づくりを行う上で参考

となる指導資料を昨年度末に作成・配付するととも

に、特別支援学級担当教員の専門性向上に向けオン

ラインを活用した授業づくり等に関わる研修会を実

施しております。さらに、本年度から、文部科学省の

委託を受けた事業を実施し、通級指導教室の設置拡

充及び年間を通じた研修会による通級指導担当教

諭の専門性向上を図るなど、基礎的環境整備の充実

に努めてまいります。

また、本年度も、全ての市町村教育委員会就学事

務担当者を対象とした研修会を実施し、保護者との

合意形成の在り方など、インクルーシブ教育システ

ムの理念を踏まえた合理的配慮や基礎的環境整備

の重要性について説明するほか、演習を通して担当

者の理解促進を図るなどして、インクルーシブ教育

システムの理念を踏まえた教育環境整備の充実を

図ってまいります。

⑸　特別支援教育を充実させるための全ての教職
員の専門性向上等

・校長並びに全ての教員の研修機会の充実、必要
な助言や支援を受けられる体制の構築、免許状
の取得

・特別支援教育に関わるキャリアパスの構築と
「交流及び共同学習」を適切に進め、相互理解
と効果を促進する実践的な指導力の向上を図る
研修の充実　　　　　　　　　

 【現状】
道教委では、これまで、管理職並びに全ての教員

の特別支援教育の専門性の向上のため、全14教育局

において管理職や特別支援教育コーディネーターを

対象とした「特別支援教育充実セミナー」を実施す

るとともに、道立特別支援教育センターにおいて特

別支援教育の経験の浅い教員を対象とした「特別支

援教育基本セミナー」をはじめとする各種研修会の

実施やオンデマンドの研修動画の配信を行ってきま

した。

また、教員の特別な教育的支援を必要とする児童

生徒への指導や支援の充実を図るため、オンライン

での授業づくりに関わる研修会の実施、校内研修等

で活用できる特別支援教育に関わる内容の動画配

信などに取り組んでいます。

特別支援学校教諭免許状については、小・中学校

の特別支援学級担当教員の所有率の向上を図るた

め、免許法認定講習を道内の複数会場で開催し、積

極的な参加を促しています。

特別支援学級と通常の学級における「交流及び共

同学習」については、実施に当たって必要な指導体

制等を整備するため、各市町村教育委員会及び小・

中学校へ「教育課程編成の手引」や指導資料を配付

し、周知を図ってきました。

 【回答】  （特別支援教育課）
道教委では、管理職をはじめとする全ての教員

の特別支援教育に関する専門性の向上を図るため、

本年度から初任段階教員研修や新任管理職研修

等に特別支援教育に関わる内容を系統的に位置付

け、必要な知識等を身に付けることができるように

しています。加えて、通常の学級と特別支援学級間

での授業研究や交換授業など全ての教員が障がい

のある児童生徒の指導や支援に関わる機会を設定

することや、各学級に在籍する特別な教育的支援

を必要とする児童生徒に対し個別の指導計画を作

成し、計画に基づく指導や支援を行うことなど、各

学校における具体的な取組例を示した通知を発出

したところです。

昨年度に引き続き、校長がリーダーシップを発揮

し、学校教育目標等において特別支援教育に関する

目標を適切に設定するとともに、全教職員で組織的

に対応する校内支援体制を確立できるよう、管理職

を対象とする研修会を年間３回実施してまいります。
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また、特別支援教育パートナー・ティーチャー派

遣事業等を通して、特別支援学校教員から、指導

や支援の方法や個別の教育支援計画及び個別の指

導計画の作成等に関わる助言を受けられる体制を

整備してまいります。

小・中学校の特別支援学級担当教員の特別支援

学校教諭免許状の所有率の向上については、小学

校で70％、中学校で60％の教員が免許状を保有す

ることができるよう、道教委が主催する免許法認

定講習について、今後も、参加を促進してまいりま

す。

特別支援教育に関わるキャリアパスについては、

関係課と連携し、在り方について検討してまいると

ともに、「交流及び共同学習」については、効果的

な取組事例を収集し、小・中学校等へ広く周知する

などし、取組の一層の促進に努めてまいります。

⑹　連続性のある多様な学びの場の整備と学校間
及び学校と関係機関との連携等の推進

・複数教員による指導、特別支援学校や専門家の
活用

 【現状】
各学校においては、特別支援教育支援員を活用

するなど、校内体制を工夫し、特別支援教育の充実

に取り組んでいます。

学校間連携については、小・中学校等の要請に応

じて特別支援学校の教員を派遣し、特別な教育的支

援を必要とする児童生徒の学習指導や個別の教育

支援計画及び個別の指導計画の作成・活用などにつ

いて担任教諭等に助言・援助を行う、特別支援教育

パートナー・ティーチャー派遣事業を実施していま

す。

また、全ての教育局に特別支援教育を専任的に担

当する指導主事を配置し、地域の実情に応じた特別

支援教育に関する研修会を開催するなどして、地域

の取組への支援を進めています。

 【回答】  （特別支援教育課）
本年度も特別支援教育パートナー・ティーチャー

派遣事業を継続し、小・中学校の支援体制の充実に

努めるとともに、各教育局と連携しながら、障がいの

ある児童生徒に対する指導及び支援の充実を図って

まいります。

⑺　就学前における早期からの教育相談・通級指
導教室の増設を含む支援体制の充実 

・教育相談、就学相談等の人的体制の充実、早期
支援や就学相談における情報提供の充実 

【現状】
道教委では、特別な教育的支援を必要とする子

ども一人一人の教育的ニーズに応じた早期からの

支援を行うため、道立特別支援教育センターにお

いて、小・中学校、高等学校の経験の浅い特別支援

教育コーディネーターを対象とした教育相談に関

わる研修や、訪問・来所・オンラインを組み合わせ

た、保護者を対象とした就学相談等を実施してま

いりました。

また、全ての市町村教育委員会の就学事務担当

者を対象に早期からの教育相談・支援体制構築の

意義や進め方などをテーマにした研修会を実施し

てまいりました。

 【回答】  （特別支援教育課）
道教委では、早期から教育相談・支援体制の構築

に向け、関係機関の連携による地域の体制づくりを

一層促進するため、保健福祉部と連携した「発達障

がい支援成果普及事業」を実施しており、本年度は

９管内の自治体で連携推進地域を指定し、子どもや

保護者への相談や支援等の取組の成果を「支援体

制づくり取組事例集」としてまとめ、道立特別支援

教育センターWebページで公開するとともに、教育や

福祉等の関係者を対象とした「特別支援教育充実セ

ミナー」において報告を行うなどして、理解促進を

図ってまいります。

また、市町村教育委員会職員を対象とした「管内

市町村教育委員会就学事務担当者等研修会」を実

施し、学校教育法施行例改正の趣旨や、早期からの

教育相談等を通じ保護者と合意形成を図ることの重

要性について理解促進を図ってまいります。

通級指導教室については、文部科学省の委託を

受け「効果的かつ効率的な巡回指導の実施に向けた

モデル構築事業」を本年度から全14管内で実施し、

広域分散型な本道の特性を踏まえ、中学校区や近

隣の市町村が連携し、巡回指導を活用した通級指導

教室の設置拡充を図ってまいります。

⑻　就学前から社会参加（就労）までの切れ目な
い支援体制整備と充実

・関係機関と家庭、学校との連携強化
【現状】

道教委では、「発達障がい支援成果普及事業」

などにおいて、特別な教育的支援を必要とする幼

児児童生徒に対して、幼児期から学校卒業後まで

の切れ目のない一貫した指導や支援が行われるよ

う、「個別の教育支援計画」を活用し、幼児教育施

設から小学校、小学校から中学校、中学校から高
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等学校など学校段階間の円滑な接続や、家庭及び

関係機関と連携を図る取組を推進してまいりまし

た。

また、中学校からの進学希望者が多い職業学科

を設置する知的障がい特別支援学校高等部におい

て、道経済部と連携し「特別支援学校企業向け見

学会」を実施し、企業が障がいのある生徒の実態

を理解し障がい者雇用の促進を図るための取組に

努めています。

 【回答】  （特別支援教育課）
「管内市町村教育委員会就学事務担当者等研修

会」や、特別支援学校高等部への進学に関わる「特

別支援教育進路指導協議会」を実施し、特別な教育

的支援を必要とする幼児児童生徒本人及び保護者

の意向や教育的ニーズを踏まえた適切な就学先、進

学先の判断、決定及び学校段階間の計画的・組織的

な引継ぎが行われるよう関係者に理解啓発を図ると

ともに、道保健福祉部と共催で「特別支援教育充実

セミナー」を実施し、「個別の教育支援計画」を作

成・活用し、教育と保健・福祉の連携を促進するな

ど、就学から学校卒後まで切れ目のない支援体制整

備の充実を図ってまいります。

また、保護者が就学の仕組み等について理解を

深めることができるよう、保護者向け理解啓発資料

を作成・配付するほか、本年度は保護者を対象とし

た就学に関わる説明会を新たに実施するなど、保護

者支援の充実に努めてまいります。

就労支援については、道教委と知事部局が連携

し、現場実習の受入れに関わるリーフレットを作成・

配付するなど、引き続き、障がい者の就労促進に向

けた体制づくりに取り組んでまいります。

６　へき地・複式校、小中併置校、小規模校に
おける条件整備を図られたい。

⑴　統廃合における人的な配置
・閉校加配、統合加配の確実な履行
 【現状】
○学校統廃合支援加配

　学校統廃合に起因する諸問題により、児童生徒の

学習面や生活面などへのきめ細かな対応など、特別

な配慮が必要な学校に配置する。

・Ｒ６年度 30校（Ｒ５年度 32校）

 【回答】  （教育政策課）
道教委では、統廃合支援に係る加配措置につい

て、国からの加配定数の範囲内で措置しているとこ

ろです。統廃合となる全ての学校において、児童生

徒の学習面や生活面などへのきめ細かな対応を行う

ためには、国の定数改善が必要と考えており、統廃

合支援に係る定数措置の拡充について、全国都道

府県教育委員会連合会と連携し、国に対して要望し

てまいります。

⑵　複式指導における子どもの学習環境の向上と
教員の負担軽減

・小学校１・２年の複式学級解消
・児童・生徒数に関わらない広域性や小規模が多

い状況に応じた道独自の養護教諭の配置、事務
職員の配置

・「変則複式学級」及び「飛び級複式学級」の解消
・理科、社会科、外国語活動、外国語科における複

式指導の解消
 【現状】
○事務職員の配置基準

〈小学校〉

・４～26学級又は３学級で児童数が15人以上の小学

校(併置校を除く)…１人

・27学級以上の小学校(併置校を除く)…２人

〈中学校〉

・４～20学級又は３学級で生徒数が15人以上の中学

校(併置校を除く)…１人

・21学級以上の中学校(併置校を除く)…２人

〈小・中併置校〉

・小学校の児童数及び中学校の生徒数の計が15人

以上の併置校

 …小学校又は中学校のいずれかの学校に１人

○養護教諭の配置基準

〈小学校〉

・４学級以上又は３学級で児童数が11人以上の小学

校(併置校を除く)…１人

・児童数851人以上の小学校(併置校を除く)…２人

〈中学校〉

・４学級以上又は３学級で生徒数が11人以上の中学

校(併置校を除く)…１人

・生徒数801人以上の中学校(併置校を除く)…２人

〈小・中併置校〉

・小学校の児童数及び中学校の生徒数の計が11人以

上の併置校

 …小学校又は中学校のいずれかの学校に１人

【回答】  （教育政策課）
複式学級の解消、養護教諭・事務職員の配置の

拡充のためには、国の定数改善が必要と考えてお

り、複式学級の解消及び養護教諭等の定数措置の

拡充について、全国都道府県教育委員会連合会と
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連携し、国に対して要望してまいります。

⑶　複式学級における教員の実践力向上
・道教委等による「複式教育に関する指導資料」

などの作成
 【現状】
○複式教育に関する指導資料等の作成

・複式学級の学習指導の在り方等に関する研究協議

を実施（全道及び管内へき地・複式教育研究連盟

が行う研究協議会等への指導主事の派遣、学校教

育指導等）

・初任段階教員研修等で使用する「学校教育の手

引」における複式教育の指導資料の掲載（令和６

年３月）

・「ICT活用授業モデル」を作成し、ICT活用ポータ

ルサイト上に公開

・「GIGAワールド通信」を作成し、ICT活用ポータル

サイト上に公開

 【回答】  （義務教育課）
（教職員育成課）

  （ICT教育推進課）
本道は全学級に占める複式学級の割合が全国に

比べて高いことを踏まえ、教育課程や学習指導に関

する研修会で、複式学級の指導の在り方を取り上げ

るほか、複式校への学校訪問では、同規模の複式校

の優れた実践事例を示すなどして、少人数の利点を

生かしたきめ細かな指導や、異学年集団による効果

的な指導、他校や地域との連携の在り方などについ

て指導助言するとともに、へき地・複式教育研究連

盟が実施する全道及び管内規模の研究協議会等へ

指導主事を派遣してまいります。

また、初任段階教員研修等で使用する「学校教育

の手引」などの指導資料については、へき地・複式

教育に関する内容の改善充実を図るほか、小規模校

の教育水準の維持向上には、ICTの活用が効果的と

考えられることから、ICTを活用した実践事例である

「ICT活用授業モデル」や、道内におけるICT活用の

好事例等を発信する「GIGAワールド通信」を作成、

公開しています。道教委としては、各学校において

指導の充実が図られるよう、引き続き、好事例や指

導資料の周知に努めてまいります。

・各種研究機関等による研修の充実
 【現状】
○へき地・小規模校教育に係る研修の充実

教育研究所において、北海道教育大学へき地・小

規模校教育研究センターと連携し、へき地・小規模

校の管理職及び教員を対象に、小規模校における効

果的な学年別指導や遠隔合同授業などに係る研修

講座を継続的に実施しています。

 【回答】  （教職員育成課）
今後も、北海道教育大学や北海道へき地・複式教

育研究会等と連携し、小規模校の教育活動に直接

活きる研修内容、実践発表や協議等の研修形態等

の工夫・改善を図ります。

・市町村教委のへき地・複式教育に関する研修・研究

活動に対する支援

 【現状】
教育研究団体や市町村等に交付する「教育研究

活動促進事業費補助金」の補助対象事業として支

援を実施

・教育研究活動促進事業費補助金の概要

教育研究団体や市町村等が教職員の資質向上や

指導方法の改善・充実を図り、地域の実情に応じ

た教育研究の充実振興を図るために実施する事

業に対して、その一部を助成する。

・教育研究活動促進事業費補助金予算額等の推移 　

［単位：千円］

年度 予算額 補助金交付団体数

Ｒ３ 2,400 14 団体

Ｒ４ 2,160 13 団体

Ｒ５ 1,944 11 団体

Ｒ６ 1,750 （未定）

 【回答】  （義務教育課）
教育研究活動促進事業費補助金については、こ

れまでも厳しい道財政の中、予算を確保してきてお

り、引き続き予算の確保に努めてまいります。

・遠隔研修が実施可能な環境整備

 【現状】
○オンライン研修の拡充

　令和６年度の教職員研修計画において、オンデマ

ンド型や遠隔同時双方向型を基本的な研修実施形

態とし、各種研修を実施しています。

 【回答】  （教職員育成課）
 （ICT教育推進課）

広域な本道の全ての教員が、子どもと向き合う時

間や校務の時間を確保しながら、効果的・効率的に

学ぶことができるよう、今後も、オンラインを活用し

た研修形態を積極的に導入し、研修の構成や運営

の質的向上を図ります。

また、教育のICT化に向けた環境整備に必要な経

費は地方交付税措置されていることから、遠隔研修

が実施できるICT環境整備に向けた予算の確保につ

いても、市町村及び市町村教育委員会に働きかけま

す。
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⑷　へき地学校指定級見直しに向けた条件整備
・各学校の地域性、実態に見合ったへき地学校指定

級の見直し
・北海道の実態を反映した指定基準点数、調整点の

見直し
・市町村教委と学校との連携の充実及び要請の場

の設定
 【現状】
○へき地等学校の級別指定

①へき地に所在する公立学校等の級別指定により、

教職員の「へき地手当」等の支給割合を定めてい

ます。

特別の地

域に所在

する学校

へき地学

校に準ず

る学校
１級 ２級 ３級 ４級 ５級

－ ４/100 ８/100 12/100 16/100 20/100 25/100

（へき地等学校に異動し、かつ、住居を移転した場合は
上記のほか４/100）

②へき地等学校の級は、公立学校施設整備費補助金

やへき地児童生徒援助費等補助金など国庫補助

事業等の補助を受ける際の基準となっています。

○指定基準の概要

　級別の指定は、①基準点数と②調整点数の合計

点によります。

級地
区分

特別の地

域に所在

する学校

へき地学

校に準ず

る学校
１級 ２級 ３級 ４級 ５級

点数
30～
34点

35～
44点

45～ 
79点

80～
119点

120～
159点

160～
199点

200点
以上

①基準点数

　へき地学校等の自然的、交通的、経済的、文化的

へき遠性を測定するための尺度

駅又は停留所、旧総合病院、病院、診療所、高等学校、郵便
局、市町村教育委員会、金融機関、スーパーマーケット、市の
中心地 道庁所在地又はこれに準ずる都市の中心地、船着場
までの距離

※「へき遠性」：ある地域・場所が中央から遠く離れ

ている状態。

②調整点数

基準点数だけでは、へき地学校等におけるへき地

条件ないしはそれによって生ずる教育条件の特殊性

が必ずしも的確に把握されない場合があるので、こ

れらの特殊条件を点数の上でカバーするもの

飲料水、不健康地、遠距離児童生徒数、図書館・博物館、ブ

ロードバンドサービス、携帯電話、教員数、本校までの距離、

都市近郊（人口３万人以上の市町村までの距離）の状況

○へき地等学校の指定状況（Ｒ６.４.１現在）

（単位：校）

区　分
へき地
学校数

無級
学校
総数特 準

１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

市
町
村
立

小 学 校
（2）

308
16 55 117

（１）

77

（１）

27
10 ６

（３）

415

（５）

723

中 学 校
（2）

193
8 39

（１）

77
49

（１）

12
４ ４ 245

（2）

438

義務教育学校 16 ６ ３ ６ １ 11 27

共同調理場 89 ３ 22 41 20 ２ １ 112 201

※ （　）内は休校中の学校（外数）

 【回答】  （教職員事務課）
へき地等学校の級別区分については、へき地教

育振興法施行規則で定める基準に基づき、その学

校等のへき地性を基準点数及び調整点数により点

数化し、その合計点数に応じて決定することが基

本とされており、前回の見直しから６年が経過し

た令和４年１月１日に級別指定の見直しを行った

ところです。

なお、現行の指定基準は、平成22年４月に施行

されたへき地教育振興法施行規則の一部改正によ

り約20年ぶりに見直しが行われたものであり、今

後とも、国や他都府県の動向を注視し、社会・生

活環境の変化に応じたへき地の相対的な格差を反

映した基準となるよう、必要に応じて国への働き

かけなどを検討してまいります。

また、へき地等学校の級別指定の見直しを行う

に当たり、指定基準の改正があった際にはその内

容について関係機関に周知を図るとともに、地域

等からの要請等への対応については、必要に応じ

て検討してまいります。

⑸　へき地教育振興法についての周知
【現状】
　へき地教育振興法の趣旨に基づく取組

・市町村等に交付する補助金の支援等

【回答】  （義務教育課）
これまでも、市町村等に交付する補助金の支援な

ど、へき地教育振興法の趣旨に基づき取り組んでい

るところですが、法改正などがあった場合は必要に

応じ、関係課から周知してまいります。

７　教職員の専門的指導力を高めるための研
修費、旅費等の一層の充実を図られたい。

⑴　学校管理運営旅費、校内・地域教職員研修促進
費の増額
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【現状】
○学校管理運営旅費予算額の推移  ［単位：千円］

年　度  区　分     予　算　額

Ｒ３
小学校費
中学校費

33,319
27,063

Ｒ４
小学校費
中学校費

28,129
24,501

Ｒ５
小学校費
中学校費

27,043
24,356

Ｒ６
小学校費
中学校費

26,660
24,160

○校内・地域教職員研修促進費

校内研修や教職員の自主的な研修、地域の複数

校が連携して実施する研修を奨励・支援する「校

内・地域教職員研修促進費」については、学校

数・教職員数が減少する中、同程度の予算を確保

したうえで、一定以上のへき地級の学校などに加

算するなど予算措定してきたところですが、令和

５年度の小・中学校の執行率は79％に留まってお

り、今後も同程度の予算を確保する上でも、各学

校には効果的・効率的な執行に努めていただくよ

う働きかけているところです。

予算額及び執行額

年　度
校内教職員研修促進費（小・中学校）

予算額（千円） 執行額（千円） 執行率（％）

Ｒ４ 89,195 41,244 46

Ｒ５ 88,535 69,894 79

Ｒ６ 87,756 − −

【回答】   （義務教育課）
　　　　　　　　　　　　　　 （教職員育成課）
　学校管理運営旅費、校内・地域教職員研修促進

費については、これまでも厳しい道財政の中、予算

を確保してきており、引き続き予算の確保に努めて

まいります。

　今後とも、適切な執行に努めるとともに、本事業

の趣旨が十分生かされるようご配慮願います。

⑵　生徒指導旅費、校外学習指導旅費の確保
【現状】
○生徒指導旅費

　令和４年度 13,623千円

　令和５年度 10,666千円

　令和６年度  9,591千円

令和５年度生徒指導旅費執行状況　 （単位:千円）

小学校 中学校 高等学校 特別支援 計

予算額  914 3,381 3,943 2,428 10,666

執行額  276 584 2,129 1,810 4,799

不要額  638 2,797 1,814 618 5,867

執行率  30.2% 17.3% 54.0% 74.5% 45.0%

【回答】  （生徒指導・学校安全課）
生徒指導旅費は、児童生徒の家庭環境や生活環

境を把握するとともに、学校での学習態度・生活態

度等について保護者と相互理解を図るため、家庭訪

問や校外指導等生徒指導を行う際の旅費として予算

措置したものです。

なお、配分された旅費を超えて対応しなければな

らない事案が生じた場合は、必要に応じて市町村や

学校に配分された旅費全体の範囲内で調整を行うな

ど、弾力的な運用を可能としています。

厳しい財政状況にありますが、引き続き予算の確

保に努めてまいります。

 【現状】
○校外学習指導旅費

校外学習指導旅費は、教科・科目に関する教育活

動として校外で実施するものや、特別活動として教育

課程に位置付けられ、全校児童生徒を対象とした学

校行事で校外で実施するものなどに係る教員の引率

旅費として、平成11年度から予算を措置しています。

　令和４年度（2022年度） 12,716千円

　　（決算額 8,347千円、執行率 65.6％）

　令和５年度（2023年度） 11,807千円

　　（決算額 9,021千円、執行率 76.4％）

　令和６年度（2024年度） 11,695千円

【回答】 （高校教育課）
校外学習指導旅費については、これまでも厳し

い道財政の中、予算を確保してきており、引き続き

予算の確保に努めます。

⑶　修学旅行引率旅費の確保と実態に見合う配
分基準教員数の見直し

【現状】
○修学旅行引率旅費

　令和４年度（2022年度） 575,956千円

　　（決算額 523,748千円、執行率 90.9％）　

　令和５年度（2023年度） 552,209千円

　　（決算額 541,225千円、執行率 98.0％）

　令和６年度（2024年度） 536,744千円　

令和６年度（2024年度）配分基準教員数

小学校及び中学校（特別支援学級を除く。）（単位：人）

参 加 児 童
生 徒 数

３ 10 40 80 120 160

配 分 基 準
教 員 数

２ ３ ４ ５ ６ ７
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参 加 児 童
生 徒 数

200 240 280 320 360 400

配 分 基 準
教 員 数

８ ９ 10 11 12 13

【回答】  （高校教育課）
修学旅行引率旅費については、これまでも厳しい

道財政の中、予算を確保してきており、引き続き予

算の確保に努めてまいります。

⑷　児童生徒引率用務に係る旅費等の運用の弾
力化

 【現状】
ロープウェイや遊覧船に係る経費については、目的

地までの交通手段として利用する場合のみ、運賃とし

て旅費を支給できます。（単に眺望を楽しむ等のため

に利用する場合は、施設入場料や拝観料と同様、旅

費には該当しません。）

【回答】  （教職員事務課）
児童生徒の引率用務においてロープウェイや遊

覧船等を利用した場合の経費については、目的地

までの交通手段として利用する場合に限り、運賃と

して旅費を支給できるものです。

なお、目的地までの交通手段としての利用では

なく、教育活動の一環で自然観察を行うなど、当該

ロープウェイ等を利用すること自体に目的がある場

合などについては、施設入場料や拝観料と同様、

市町村費で措置されるべきものです。

⑸　旅行的行事に係る財政的補償の継続
【回答】  （義務教育課）

上記(2)(3)と同様の回答となります。

８　北海道の特性を踏まえた公立高等学校の
適正配置を図られたい。

⑴　高等学校の個性化、多様化を目指した地域連
携のより一層の推進

 【現状】
地域と連携した高校の魅力化については、次の施

策を推進しています。

■「北海道総合教育大綱」(Ｒ２.３)

　○地域創生の視点を踏まえた特色ある高校づくり

児童生徒数の減少により学校の統廃合が進む

中、人生の選択を考える重要な時期である高等

学校において、地域と協働して、地域課題の解

決を通じた探究的な学習を進めるとともに、総合

学科や単位制の導入、中高一貫教育の充実、地

域の産業界と連携した職業教育の充実など、多

様で魅力や特色のある高校づくりを進める。

　○学校と地域の連携・協働の推進

学校と保護者や地域の方々が一体となって子ど

もたちの成長を支えるため、コミュニティ・スクール

の導入など、学校と地域の連携・協働を推進する。

■「第２期北海道創生総合戦略」改訂版（Ｒ３.12)

○地域の将来を支える人材育成のための高校の

魅力化

地域課題の解決を通じて地域創生に資する地

域住民と学校との協働のためのコンソーシアム

を構築するなど、高校を核として地域と高校が

緊密に連携し、地域の特色を生かした取組を展

開することで高校の魅力化を図る。

■「これからの高校づくりに関する指針」検証結果

報告書(Ｒ４.２)

　○社会に開かれた教育課程の実現に向け、地域

住民や保護者等と教育理念や学校課題を共有

し、学校運営への支援や教育活動への参画・協

力を目的とする既存の機会を拡充するとともに、

地域と連携・協働し、地域の実情を踏まえた特

色ある学校づくりを行うことができるよう、コ

ミュニティ・スクールの導入を推進。

■「これからの高校づくりに関する指針」改定版

(Ｒ５.３)

○地域とつながる高校づくり

学校と地域の連携を深め、情報を共有すると

ともに協働して地域の人材を育成することが重

要であり、地域創生の観点からも地域と連携・協

働して地域の人材を育成することが重要である。

地域の教育資源を積極的に活用した教育活動

を推進するほか、遠隔授業の配信など、多様な

学習ニーズに対応した教育課程の工夫・改善に

努め、地域に根ざした特色ある高校づくりに取り

組むなど教育環境の充実を図る。

○活力と魅力のある高校づくり

地域の関係機関、産業界等と連携を深め、地

域に根ざした様々な活動により広く社会に貢献

することを通して、生徒一人一人の高い専門性

と豊かな人間性を培う実践的な教育活動を推進

する。

【主な取組状況】

　○コミュニティ・スクール（学校運営協議会制

度）の導入

［Ｒ５.４.１現在　道立高校43校］

　○「地域創生に向けた高校魅力化の手引」取組
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事例集(Ｒ４.３)の作成

　○「これからの高校づくりに関する指針」改定版

(Ｒ５.３)の作成

 【回答】  （高校教育課）
地域連携のより一層の推進については、令和５

年３月に「これからの高校づくりに関する指針」

（改定版）を作成し、地域とつながる高校づくりの

方針等を示したほか、「第２期北海道創生総合戦

略」や「北海道総合教育大綱」を踏まえ、令和４年

３月に「『地域創生に向けた高校魅力化の手引』取

組事例集」を作成・配付するなど、各学校におい

て、学校と地域が連携し、地域の教育資源を積極

的に活用できるよう、特色ある教育活動の推進を

図っているところです。

引き続き、高校と地域が連携した地学協働のさら

なる推進について検討するなど、子どもたちに選ば

れる魅力ある高校づくりに取り組みます。

⑵　地域の実態等を考慮した公立高等学校の適正
配置の推進

 【現状】
　本道は広域で多様な地域から形成され、それぞ

れの地域事情も大きく異なっており、都市部と郡部

の高校では、学校・学科の配置状況、通学事情、地

域との関わりなどの面で相違があると認識していま

す。

　特に郡部では、自治体に一つの高校しか存在し

ない場合が多いこと、地理的状況等から再編が困

難である場合があることなど、都市部と異なる状況

があり、また、人口減少が及ぼす影響度合いも異な

ることから、これら都市部と郡部の相違など、地域

の実情を十分考慮しながら、適切な高校配置に努

めています。

 【回答】  （高校教育課）
今後においても、教育水準の維持向上や教育環

境の充実を図ることを基本とし、広域な本道におけ

る都市部と郡部の違いや、今後の中卒者数、地域

の実情や学校・学科の特性、地域別検討協議会な

どにおける地元市町村のご意見などを考慮すると

ともに、市町村や圏域において複数の高校が設置

されている場合は、関係市町村の参画を得ながら

高校の役割分担や定員調整も含めた具体的な配置

の在り方について検討するなど、様々な機会を通じ

て地域の方々のご意見を伺いながら、適切な高校

配置を進めてまいります。

９　中学校体育連盟や各中学校の運動部活動
等で抱える課題の解決に向けて支援を願いた
い。

⑴　持続可能な北海道中体連の事務局運営に対す
る人的保障【新規】

【現状】
　北海道教育委員会に事務局を設置している。

【回答】  （健康・体育課）
　北海道中学校体育連盟の事務局に関しては、北

海道中学校体育連盟、北海道教育委員会及び札幌

市教育委員会の三者の申し合わせにより、令和５年

度から３年を限度に、北海道教育委員会に移転し

ており、令和８年度以降の取扱については、人事配

置等も含め現在検討を行っております。

⑵　中体連全道大会の運営に関する物価高騰等
による資金不足への道費補助金の増額

 【現状】
○全道中学校体育大会開催費の一部補助

令和６年度 470千円 令和元年度 470千円

令和５年度 470千円 平成30年度 470千円

令和４年度 470千円 平成29年度 527千円

令和３年度 470千円 平成28年度 557千円

令和２年度 470千円 平成27年度 586千円

 【回答】  （健康・体育課）
中学校体育連盟の事業に対する補助の増額につ

いては、道財政の状況から非常に厳しいものと考え

ておりますが、学校スポーツ活動の普及促進のた

め、引き続き予算の確保に努めます。

⑶　休日の部活動の地域移行に関する検討会議
提言の早期実現

・部活動の地域移行に関する市町村への人的・物的
支援

・部活動が担ってきた教育的な機能や役割を補完す
る新たな社会教育環境の整備

 【現状】
国の「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在

り方等に関する総合的なガイドライン」（令和４年12 

月）では、公立中学校等を対象として段階的に地域移

行を進めること、地域連携や地域クラブ活動への移行

について、令和５年度から令和７年度までの３年間を

改革推進期間と位置付けて支援することが示されて

います。
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これを受け、道教委では、「北海道部活動の地域

移行に関する推進計画」（令和５年３月）を策定し、

公立中学校等における休日の部活動の地域クラブ活

動への移行を令和５年度から令和７年度までに重点

的に行うこととし、地域や学校の実情等に応じて可能

な限り早期の実現を目指しており、各市町村において

地域移行に向けた議論や検討が進むよう促していま

す。

 【回答】  （部活動改革推進課）
指導者確保のための人材バンクの整備や各地域

が関係団体と連携を図るために必要な助言を行う

アドバイザーの派遣などに取り組むとともに、地域

クラブ活動を担う自治体や民間団体等に対する継

続した財政支援のための財源確保を引き続き国に

要望するなど、生徒にとって望ましい持続可能なス

ポーツ・文化芸術環境の整備を図り、地域移行が

着実に進められるよう取り組んでまいります。

10　自然災害及び感染症等への対応も含め、学
校の危機管理に関わる諸対策について市町村
教委への働きかけに一層努められたい。

⑴　校舎の耐震補強や改築及び校舎施設の非構
造部材の耐震対策の促進並びに危機管理設備
の充実

 【現状】
公立学校施設については、新耐震設計基準（昭和

56年６月施行）前の基準により建築された耐震上問

題があるとされる多くの校舎等を抱えており、地震

防災対策を図るため、これら建物の耐震性の確保が

急務となっています。

文部科学省が公表した令和５年４月１日現在の

全国における公立学校施設の耐震改修状況の調査

結果では、本道の小中学校について、耐震化率は

99.1％で、多くの市町村が対策を完了しているとこ

ろですが、いまだ全国平均の99.8％を下回る状況で

す。

公立学校施設の体育館の天井、照明器具・バス

ケットゴールの落下防止対策を含む非構造部材の

耐震対策については、学校設置者が必要性・緊急性

を深く認識し、早期に対策を行うことが求められて

おります。

学校施設の防犯対策は、児童・生徒はもとより、

教職員等の安全を確保することが重要であり、安全

管理に関する運営体制等のソフト面と、施設設備の

整備などのハード面をバランスよく組み合わせ、そ

の学校の状況に応じた適切な対策を講じることが求

められています。

現在、市町村が防犯対策に係る施設設備を整備

する場合は、大規模改造事業のなかで、児童生徒等

の安全確保のための管理諸室等の配置換えや防犯

監視システム等を設置する「防犯対策施設整備工

事」及び「特別防犯対策施設整備工事」がメニュー

化されています。

また、災害発生時の避難所として必要な機能が発

揮できるよう、非構造部材の耐震対策工事や備蓄倉

庫等の屋外防災施設の整備など、防災機能の強化を

図るための補助制度が、平成24年度から創設されて

います。

 【回答】  （施設課）
道教委では、これまでも公立小中学校施設の耐震

化の進んでいない市町村に対し、耐震診断や耐震

化の働きかけを行ってきました。

耐震性がない公立学校施設を保有する市町村に

ついては､今後も、全ての学校施設の耐震化が速や

かに完了するよう、耐震化事業の前倒しなど、積極

的に働きかけてまいります。

また、国に対しては引き続き、市町村の財政負担

軽減のため、非構造部材を含む耐震化を促進するた

めの施策の充実や地方財政措置の充実など必要な

財源措置について、強く要望してまいります。

公立学校施設の非構造部材の耐震対策につい

て、体育館の天井、照明器具等の落下防止対策等に

関して、道教委では、市町村の担当者を対象とした

研修動画等を用意し、耐震対策が早期に図られるよ

う、市町村に対して国庫補助制度の活用を促すなど

働きかけてまいります。

小中学校の設置者である市町村が、新増改築や

大規模改造事業により学校施設の防犯・防災対策を

講じる場合は、それぞれの地域の実情に応じた整備

を図るよう、引き続き指導するとともに、必要な施策

の充実について、国に要望してまいります。

⑵　食の安全の確保
 【現状】
○学校給食の衛生管理等に関する調査研究(国事業)

令和５年度　 947千円

令和４年度　1,251千円(実績)

 【回答】  （健康・体育課）
今後とも、学校給食の衛生管理については、「学

校給食衛生管理基準」に基づく定期検査の結果の

確認を行い、保健所と連携して各調理場の課題に

応じた指導を実施するとともに、国の事業を活用

し、衛生管理指導者を学校給食施設に派遣して、

24-070191.indd   2224-070191.indd   22 2024/09/20   13:532024/09/20   13:53



（23）号　 外令和６年10月４日　発行

「学校給食衛生管理基準」に基づいた衛生管理の改

善に係る指導助言を行ってまいります。

また、通知や各種研修会などを通じて、衛生管理

の徹底と学校給食関係者の衛生意識の向上を図ると

ともに、各学校の給食の時間における食中毒、異物

混入、食物アレルギー、窒息等の事故の未然防止が

図られるよう支援してまいります。

⑶　自然災害及び感染症等の学校の危機管理に
関わる諸対策の早期提示と市町村教育委員会
との連携強化

 【現状】
自然災害については、随時、市町村教育委員会

へ気象情報を提供し、注意喚起を図るとともに、災

害対策に向けて、その都度、北海道災害対策本部

教育対策本部運営マニュアルを見直すほか、防災

に関するコンテンツ等の提供や学校と地域が連携

した１日防災学校の取組を推進するなど、自然災害

への対策に努めています。 　

また、感染症対策については、国及び道の動き

や学校における感染状況などを踏まえ、速やかに

学校における感染症対策に関する通知を発出し、

学校における不安解消や学校における感染症予防

のための取組の支援に努めています。

 【回答】  （総務課）
（健康・体育課）

今後とも、各学校における危機管理マニュアル

の整備や見直しのために必要な情報を速やかに提

供するとともに、市町村との連携を強め、１日防災

学校の取組を全道に広げるよう努めてまいります。　

また、自然災害や感染症発生の際には、必要に

応じ職員を派遣するなど、市町村教育委員会と連

携して、学校を支援してまいります。

⑷　熱中症対策としての冷房設備の早期設置に向
けた市町村への働きかけ【新規】

 【現状】 
○学校施設環境改善交付金

　大規模改造（空調）事業　補助率１／３

 【回答】  （施設課）
公立小中学校の冷暖房設備の設置については、

学校施設環境改善交付金による補助制度が設けら

れており、道教委では、市町村が補助制度をより活

用しやすくなるよう、必要な情報提供を行うととも

に、補助単価の引上げ等、暑さ対策のための施策の

充実について、引き続き国に要望してまいります。

なお、道教委では各市町村教育委員会に対し、

学校教育活動等における熱中症事故の防止につい

て通知する中で、学校施設の空調設備を適切に活

用するよう指導助言しています。

11　北海道教育に関わる今日的課題に適切な
対応を図られたい。

⑴　道教委の施策や業務の推進に関わって、校長
会と連携するとともに、推進の裏付けとなる交付
金等の確保と、国の意図に基づいた的確な配分
と市町村や市町村教育委員会への働きかけ

 【現状】
地方交付税で財源措置されている教材等の整備の

ための経費について、令和５年度の積算資料を校長

会及び教頭会に情報提供しました。

 【回答】  （義務教育課）
今後とも校長会と連携を図りながら、地方交付税

で財源措置されている学校の教材等について計画

的に整備するよう、市町村及び市町村教育委員会に

働きかけてまいります。

⑵　「管内人事異動要項」の必要に応じた規定の
見直しに向けた各教育局への働きかけ

 【現状】 
「北海道公立小中学校教職員」人事異動実施要領　

各教育局が定める異動方針では、おおむね次の各項

目にわたる内容を標準に、管内の実情に即した異動

基準を設定するものとする。

⑴　学校区分

　利便地とへき地、市町村間の人事交流の基準と

するため、管内の小中学校を、所在地域、学校規

模等に応じ、４群程度に区分する。

⑵　基準勤務年数

　区分された各群における一校の勤務年数につい

ては、各管内の実状に応じ、その基準を定める。 
【回答】  （教職員課）
「管内人事異動要項」については、これまでも各

教育局において、同一校の基準勤務年数を一部短

縮するなどの見直しを行ってきており、今後とも管

内の実情を踏まえながら、適切に対応するよう指導

してまいります。

⑶　道独自による学校図書館司書教諭の定数外
配置

 【現状】 
令和４年度から、学校図書館担当職員や図書館

ボランティア等を対象に、学校司書の養成に係る
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（24）号　 外 令和６年10月４日　発行

基礎講習を実施し配置促進に寄与するとともに、

本道における学校図書館を担当する職員等の資質

向上を図ることを目的として、道教委が独自に「学

校図書館担当職員講習」を実施しており、児童生徒

や教員を支援するための専門的知識や技能を有す

る人材を育成し、学校司書の配置促進に努めてい

るところです。

 【回答】  （教育政策課）
「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定

数の標準に関する法律」においては、司書教諭及

び学校司書の定数措置がされておらず、学校図書

館機能の一層の充実のためには、国の定数改善が

必要と考えており、司書教諭及び学校司書の定数

措置の新設について、全国都道府県教育委員会連

合会と連携し、国に対して要望してまいります。

また、学校図書館の整備充実に向け、国の「学校

図書館図書整備等５か年計画」の策定に伴い地方

財政措置されていることを踏まえ、学校司書の配置

を促進するよう、引き続き市町村教育委員会に働き

かけてまいります。

⑷　法制化に伴う学校司書の配置への働きかけ
【回答】  （教育政策課）

（社会教育課）
11の⑶にて回答済み

⑸　学校や地域の実情を十分に踏まえたコミュニ
ティ・スクールや地域学校協働活動及び新・放課
後子ども総合プラン推進事業の導入及び継続と
充実

 【現状】                                    
○コミュニティ・スクール推進体制構築事業

　全道４ブロックにおいてコミュニティ・スクールの

制度や運営方法等について理解を深める推進協議

会を実施しています。

・コミュニティ・スクール導入状況（Ｒ５.５.１）

 小学校683校、中学校416校、義務教育学校23校

○地域学校協働活動事業

　地域全体で学校教育を支援するため、学校と地域

の連携・協働体制を構築し、教員が子どもと向き合

う時間の拡充や地域の教育力の向上を図るため、地

域学校協働本部事業を行っています。

・補助事業実施市町村数及び本部数

  Ｒ５実績　91市町村、142本部

○新・放課後子ども総合プラン推進事業（放課後子

供教室推進事業）

　放課後や週末等における子どもたちの安全・安心

な活動拠点を設け、地域住民の参画を得て、学習活

動やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等

の推進を行っています。

・補助事業実施市町村数及び教室数

  Ｒ５実績　64市町村、139教室

 【回答】  （社会教育課）
地域全体で学校の活動を支援するためには、学校

と地域の連携・協働体制を構築する必要があること

から、コミュニティ・スクールや地域学校協働活動

事業、放課後子供教室推進事業などを通じ、地域ぐ

るみで子どもたちを育む体制づくりに向けた市町村

教育委員会や学校の取組を積極的に支援してまい

ります。

また、道教委としては、引き続き予算の確保に努

め、取組の充実に向けて継続的に支援してまいりま

す。

⑹　教員養成大学へ「小学校教員養成課程の英語
教育」「特別支援教育」「ＩＣＴ活用」「小中免許の取
得」の更なる取組の充実のための働きかけ

 【現状】
○「北海道における教員育成指標」に示す「キーと

なる資質能力」

　道教委では、「北海道における教員育成指

標」において、教員の「キーとなる資質能力」

として、「外国語教育・国際理解教育の充実」

「特別な配慮や支援を必要とする子どもへの対

応力」、「ICTや情報・教育データを利活用する

力」を位置付けるとともに、それらの資質能力に

ついて、養成段階で「期待される具体の姿」を示

し、教員養成大学に周知・啓発しています。

【回答】  （教職員育成課）
今後も、教員養成大学や校長会等の代表者で構

成する教員育成協議会において、大学の養成カリ

キュラムの改善等に向けた効果的な取組について協

議を重ね、協議で見出された取組の方向性につい

て、道内の教員養成大学に周知・啓発を行います。
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（25）号　 外令和６年10月４日　発行

１　教職員の識見と研修意欲を高めるため、次
の事項について配慮願いたい。

⑴　各種研修事業の趣旨を生かした運営の工夫と
早期の日程提示

 【現状】
・教職員の資質向上のため、道立教育研究所に

おいては、年度当初に年間計画を提示し、計画

的に研修講座を実施しています。

・道教委（教育局）主催の各種研修事業につい

ては、年間計画を作成し、教育局を通じて、年

度当初の校長会議、教頭会議で周知していま

す。 
 【回答】  （教職員育成課）
各種の研修については、本年３月に改定した

「令和６年度（2024年度）北海道教職員研修計

画」に基づき実施することとしています。

本研修計画には、基本研修、教育課題研修、専

門研修について、その目的や内容、会場や時期を

掲載しており、道教委では、本研修計画に基づき

各種の研修を運営しているところです。

研修日程の詳細については、早期周知できるよ

う努めてまいります。

⑵　教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部
改正に伴い、教員が主体的に学び続けることがで
きる研修制度の構築と多様な研修方法など柔軟
な対応

 【現状】
　国は教員免許更新制を発展的に解消し、教員

等により確実に学びの契機と機会が提供されるよ

う、教員等の研修履歴記録の作成と当該履歴を活

用した資質向上に関する指導助言等の仕組みの導

入など、令和５年４月から「新たな研修制度」を

実施しているところです。

　道教委においても、こうした新たな制度が円滑

に実施されるよう、令和５年３月に「北海道にお

ける教員育成指標」を改訂、「令和６年度北海道

教職員研修計画」において、研修履歴を活用した

受講奨励の仕組みの構築等について示したところ

です。

（令和４年５月11日「教育公務員特例法及び教育

職員免許法の一部を改正する法律」が成立したこ

とに伴い、令和４年７月１日から教員免許更新制

は解消されることとなった。）

【回答】  （教職員育成課）
（教職員課）

「新たな研修制度」の円滑な実施に向けた取組

として、令和６年度の北海道教職員研修計画にお

いて、研修履歴を活用した受講奨励の内容や方法

等を示すとともに、令和６年度から「全国教員研

修プラットフォーム（Plant)」の利用を開始した

ところであり、Plant利用に係る市町村立学校向

けの説明動画を公開し、市町村立学校用のお問い

合わせ窓口を設けるなど、円滑に運用されるよう

取組をすすめているところです。今後も、教員一

人一人が主体的で個別最適な学びを促進できるよ

う、研修環境の整備に努めてまいります。

⑶　後補充の非常勤講師の確保など、教職員の研
修推進と指導力向上制度の効果的な運用

 【現状】
平成21年度から、「指導が不適切である教員の

指導改善研修等に関する教育委員会規則」等に基

づき、「指導改善研修制度」として、対象教員の

認定、研修等を実施しています。

なお、平成24年度の研修からは、学校長が授業

観察や面談をしっかりと行い、教員の実態を適切

に把握し、その結果を申請に反映できるよう必要

な期間を確保しています。

 【回答】  （教職員育成課）　　
　児童生徒に対する指導が不適切である教員を対

象に、教員個々の課題・実態に即した研修等を実

施するなど、制度の効果的な運用に努めてまいり

ます。

⑷　若手教員の実践力向上を図るため、より一層の
施策の充実

 【現状】
○段階的な初任段階教員研修の実施

　初任段階教員研修について、平成26年度から、

研修期間を５年間に振り分け、各年次ごとに育成

を目指す資質能力を明確にし、道教委計画研修と

学校計画研修の継続性、関連性を図りながら、日

常の実践に直結する研修内容の充実に努めていま

す。

 【回答】  （教職員育成課）
令和６年度の北海道教職員研修計画において、

Ⅱ　教職員の資質の向上を図る研修の促進と内容の充実、強化に
ついて、次の事項を要望いたします。
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初任段階教員研修においては、ICT活用や特別な配

慮を必要とする児童生徒への対応、教育研究所の

専門研修においては、保護者との連携・協働につ

いて重点的に取り扱い、若手教員の実践力向上を

図ります。

各学校においては、こうした研修と校内研修や

OJT等を効果的に組み合わせて、若手教員の資質向

上に取り組んでいただきますよう、お願いします。

⑸　経験の浅い期限付教諭の基本的研修（初任段
階で実施している教科指導、学級経営、服務規律
等）の実施

 【現状】
○期限付教諭の資質向上への支援

　期限付教諭について、教育公務員特例法では、

初任段階教員研修の対象となっていませんが、校

務に支障のない範囲で研修への参加を奨励してい

ます。

　研修講座やオンデマンド教材を紹介する「研修

Linkナビ」に、「初めて教壇に立たれる先生」を追

加し、自己研鑽に向けた支援を行っております。

【参考】教育公務員特例法等の一部を改正する法

律の施行について（平成29年３月）

　臨時的に任用された者、任期を定めて採用され

た者については、法令上、任命権者に対する教員

研修計画の策定の義務付けはなされていないが、

教員研修計画に臨時的任用職員や任期付職員に

関する研修を盛り込むことを否定するものではな

く、各地域の実情を踏まえ、必要に応じて、教員

研修計画に臨時的任用職員や任期付職員に関する

研修を盛り込むことは可能であること。

 【回答】  （教職員育成課）
今後も、期限付教諭の初任段階教員研修への参加

を奨励します。

また、道教委は、研修講座やオンデマンド教材を

紹介する研修サポートツール「研修Linkナビ」を提

供しています。「研修Linkナビ」には、「初めて教

壇に立たれる先生」用のページを掲載していますの

で、各学校における期限付教諭の育成や自己研鑽に

活用願います。

⑹　管理職の育成に資する早期から選択できる研
修の充実

 【現状】
○早期からの管理職養成

　毎年度策定する北海道教職員研修計画では、

キャリアステージに応じた基本研修において、学

校経営・学校運営への参画について、教職の段階

に応じた研修内容を位置付けるとともに、教育研

究所の専門研修において、学校経営・学校運営に

係る希望者選択型の研修を実施しています。

 【回答】  （教職員育成課）
令和６年度の北海道教職員研修計画では、早

期からの管理職養成に資するため、初任段階や中

堅段階の基本研修から、学校経営・学校運営への

参画について、重点的に取り扱うとともに、教育

研究所の希望者選択型の研修においては、ミドル

リーダーの段階から参加できる管理職研修を設定

しています。

２　ＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴを活用し
た授業改善に関する研修や教員育成指標の
改定に伴う研修など、教員養成段階からの研
修の充実を図られたい。

 【現状】
○教員の養成・採用・研修の一体的な推進

　道教委において、令和５年３月に改訂した教員育

成指標に基づく研修体系を整備するとともに、各種

会議や研修、啓発資料等を通じて、大学や市町村教

育委員会、学校等に、改訂した育成指標を周知して

います。

 【回答】  （ICT教育推進課）
（教職員育成課）

学校におけるICT活用の充実に当たっては、教員

のICT活用指導力の向上が不可欠であることから、

道教委では、各管内において指導的な役割を果た

す教員等を対象に「ICT活用指導者養成研修」を実

施するとともに、「ICTを活用した学びのDX事業」

により、自治体や学校が行うICT活用研修の講師

を派遣することなどの支援を進めているところで

す。

道教委では引き続き、教員のICT活用指導力の向

上に向け、研修機会の充実を図るなど市町村教育

委員会や学校への支援に努めてまいります。

また、これまで以上に、大学等と連携・協働し、

育成指標に基づく、大学の養成カリキュラムの改

善や改訂指標に示す目指す教員像を実現するた

めの教員研修の充実を図り、養成段階からの段階

的・計画的な人材育成を進めます。
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（27）号　 外令和６年10月４日　発行

１　校長の身分を保障した定年延長の実現に
向けて、改善を図られたい。

⑴　役職定年制が実施される中、校長としての学
校経営能力や経験が生かされる条件整備及び
処遇の充実を含めた弾力的な定年延長の運用

⑵　61歳以降の年金支給までの給与水準の維持
 【現状】
〇地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の

整備に関する条例の概要

１　定年の段階的引上げ

Ｒ５・６ Ｒ７・８ Ｒ９・10 Ｒ11・12 Ｒ13～

定年 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

２　役職定年制及び役職定年制の特例の導入

管理監督職の職員は、60歳の誕生日から同日

以後の最初の４月１日までの間に、管理監督職

以外の職に異動させる。

役職定年制による降任等により、欠員を容易

に補充することができず業務の遂行に重大な

障害が生ずると認めるときは、引き続き管理監

督職として勤務させることができる特例を設け

る。

３　暫定再任用制度の導入

現行の再任用制度を廃止し、定年が段階的に

引き上げられる経過期間（令和５年度から令和

13年度まで）において、本人の意向を踏まえ、

65歳となる年度の３月31日まで、原則、現行の

再任用制度と同様の仕組みにより、再任用す

る。

 【回答】  （教職員課）
地方公務員法等の一部改正に鑑み、北海道にお

いても関係条例や規則が整備され、定年年齢の引

き上げ、役職定年制、役職定年制の特例、廃止前

の再任用制度と同様の仕組みによる暫定再任用制

度が導入されたところです。

役職定年制の特例については、組織の新陳代謝

を確保し、組織活力を維持するため、欠員補充が

困難な場合に限り、限定的に運用していくととも

に、雇用と年金の接続を図るため、役職降任後及

び暫定再任用時は、本人の意向に配慮しつつ、定

数内職員として適材適所の人事配置に努めます。

２　校長採用、教頭昇任の意欲を喚起するため
の精査（職場環境、勤務実態、広域人事、公宅
等処遇）を踏まえた条件整備を図られたい。

 【現状】
教頭昇任候補者選考における受検者がここ数年

減少傾向にあります。

管理職に対しては、原則、公宅への入居を求める

市町村があるため、公宅入居の柔軟な対応につい

て、市町村教育委員会に働きかけています。

 【回答】  （教職員課）
教頭昇任候補者選考の受検者確保のため、教頭に

ふさわしい者が、より早い段階で教頭昇任候補者選

考を受検できるよう資格要件を改正するなど、今後も

管理職候補者選考実施要綱などについて必要な見直

しを進めます。

また、管理職公宅への入居については、校舎管理

や地域住民の理解など様々な課題があることから、公

宅入居の柔軟な対応について市町村教育委員会に理

解が得られるよう、引き続き働きかけてまいります。

さらに、教頭等の業務をサポートする「マネジメン

ト支援員」をモデル的に配置して効果検証を行い、教

頭の業務改善に向けた支援方法について研究を進め

るなど、管理職員の職場環境の改善に引き続き取り組

んでまいります。

３　管理職候補者の育成と人材確保に向けた
取組とともに、職責に見合った管理職手当支
給基準の改善を図られたい。

 【現状】
【北海道公立学校長採用候補者・副校長昇任候

補者選考実施要綱の改正】

区　分 内　　容

R４.７.６

一部改正

・受検年齢の上限を「満60歳未満」に

変更

・出産、子育て、介護等の事由により

登録名簿の有効期間内に採用・昇任

が困難な場合は、有効期間を５年ま

で延長可

Ⅲ　意欲をもって職務に専念できるよう、教職員の地位及び待遇
の改善について、次の事項を要望いたします。
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（28）号　 外 令和６年10月４日　発行

【北海道公立学校教頭昇任候補者選考実施要綱

の改正】

区　分 内　　容

H31.３.22 

一部改正

・養護教諭、栄養教諭及び事務職員等

についても受検できるよう、資格要

件を緩和

・教諭の筆記選考を免除

R１.10.23 
一部改正

・資格要件を緩和し、「教諭等として

の勤務年数13年以上等」を「中堅教

諭等資質向上研修修了」に変更

R４.７.６ 
一部改正

・受検年齢の上限を「満60歳未満」に

変更

・出産、子育て、介護等の事由により

登録名簿の有効期間内に昇任が困難

な場合は、有効期間を５年まで延長

可

【北海道公立学校主幹教諭昇任候補者選考実施

要綱の改正】

区　分 内　　容

R1.10.23

一部改正

・資格要件を緩和し、「教諭としての

勤務年数11年以上」を「中堅教諭等

資質向上研修修了」に変更

R４.７.６

一部改正

・出産、子育て、介護等の事由により

登録名簿の有効期間内に昇任が困難

な場合は、有効期間を５年まで延長

可

【主幹教諭の配置】　　　　　　　　　 （人）

区 分 Ｒ５ Ｒ６ 増減

小 学 校 187 191 4

中 学 校 119 115 ▲ 4

義務教育学校  10   8 ▲ 2

計 316 314 ▲ 2

※札幌市を除く。

 【回答】  （教職員課）
優秀で学校運営への意識の高い人材を幅広く登

用できるよう、平成30年度に教頭昇任候補者選考

の資格要件を緩和するとともに、教諭の受検者に

ついては筆記選考を免除したところであり、令和元

年度には教頭・主幹教諭にふさわしい者がより早

く受検可能となるよう資格要件を改正し、令和４年

度には、管理職候補者選考の受検年齢の上限を引

き上げるとともに、主幹教諭昇任候補者選考を含

め、出産、子育て、介護等の事由を有する者の登録

名簿の有効期間を延長できるよう改正したところで

す。

今後も、幅広く優れた資質能力を有する人材を

確保することができるよう、道立学校において進

めている人材確保に向けた取組を広く共有するほ

か、次期教頭昇任候補者として期待される主幹教

諭の配置拡大等に努めるとともに、市町村教育委

員会や校長会などとも連携を密にしながら、資質

向上のための各種研修会に積極的に参加を促すな

どして、有為な人材の発掘・育成に努めてまいりま

す。

 【現状】
〇早期からの管理職養成

毎年度策定する北海道教職員研修計画では、

キャリアステージに応じた基本研修において、学校

経営・学校運営への参画について、教職の段階に

応じた研修内容を位置付けるとともに、教育研究

所の専門研修において、学校経営・学校運営に係

る希望者選択型の研修を実施しています。（再掲）

 【回答】  （教職員育成課）
令和６年度の北海道教職員研修計画では、早

期からの管理職養成に資するため、初任段階や

中堅段階の基本研修から、学校経営・学校運営

への参画について、重点的に取り扱うととも

に、教育研究所の希望者選択型の研修において

は、ミドルリーダーの段階から参加できる管理

職研修を拡充しています。（再掲）

 【現状】
手当額（H19.４.１定額化）

① 校長

区分 ３種（76,700円） ４種（71,200円） ４種（65,800円）

小
24学級以上・21学級以上で
特別支援学級設置校

15学級以上 左記以外

中
22学級以上・18学級以上で
特別支援学級設置校

10学級以上 左記以外

② 教頭

区分 ４種（65,600円） ５種（54,700円）

小 15学級以上 左記以外

中 10学級以上 左記以外

○中教審答申：「今後の教員給与の在り方」（H19.３.29）

「教育の質の向上には学校経営の関わりが大き

く、今後、校長・教頭には学校マネジメント能力が求

められ、その職務と責任はますます大きくなってく

るため、これを適正に評価するとともに、校長・教頭

に優秀な人材を確保するためにも管理職手当の充

実を検討する必要がある。」

○義務教育費国庫負担金算定基準の見直し

 （H26.10～）
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（29）号　 外令和６年10月４日　発行

（ ）

「メリハリある教員給与体系の推進」を目的とし

た、教員給与の見直しが行われることとされ、管理

職手当についても指導的役割を担う校長への支給率

を20％に設定できるという内容に見直されました。

（既存の予算の範囲内で対応）

 【回答】  （教職員事務課）
管理職手当については、国における義務教育費国庫

負担金の算定基準の改正内容及び他府県の状況等を

踏まえ、検討してまいります。

４　教職員給与等の改善を図られたい。

⑴　事務職員・学校栄養職員の給与改善
 【現状】
○事務職員の給与の見直し（直近）

Ｈ10．４　事務主任の旧７級（新５級）格付年齢の

引き下げ（51歳→50歳）

　Ｈ12．４  事務主幹の任用枠の拡大

　Ｈ23．４　事務主任の５級格付けの廃止

Ｈ30．４　専門事務主任（４級）の設置（事務主任

在職３年36歳以上→９年39歳以上）

○栄養職員の給与の見直し（直近）

Ｈ８．４　専門員の命課基準（短大卒）在職年数

の１年短縮（11年→10年）

Ｈ30．４　指導専門員（５級）の設置

 【回答】  （教職員事務課）
給与の格付け等については、これまで一般行政

職員との均衡を考慮しながら見直しを行ってきて

おり、今後も同様の観点により対処してまいりま

す。

⑵　人事委員会給与勧告の尊重及び寒冷地手当
の実態に見合った支給

 【現状】
○人事委員会勧告に対する実施状況等

昭和56～60年度　給与改定見送り、改定率の引下

げ等による実施

平成11～30年度　道独自の給与縮減措置の実施

（平成28年度から平成30年度

までは管理職員のみ。平成30

年度で終了。）

○寒冷地手当の支給内容

平成16年度　人事委員会勧告（国準拠）を踏ま

え、大幅な見直しを実施。

・民間準拠を基本とした額に改正。

・世帯区分：世帯主のうち扶養親族数による区

分を廃止。

・支給方法：一括支給から月額制（11月から翌

年３月の間）に変更。

平成22年度　人事委員会勧告を踏まえ、見直し

実施（施行：平成23年度）

・支給地域区分を客観的な気象データ及び近

接市町村間のバランスを考慮し変更。

・平成21年度の民間支給水準を考慮した額に

改正。

平成26年度　人事委員会勧告を踏まえ、見直し

実施（施行：平成27年度）

・支給地域区分を新たな気象データに基づき

見直し。

　　　 １級地→２級地　６市町

　　　 滝川市、砂川市、奈井江町、新十津川町、　

　　　 浦臼町、共和町

 【回答】  （教職員事務課）
教職員の給与については、今後とも人事委員会勧

告を尊重することを基本としながら対処してまいりま

す。

⑶　教育改革の推進や感染症対策、保護者等の対
応などますます大きくなる校長・教頭の職務と責
任を適正に評価した管理職の給与改善

 【回答】  （教職員事務課）
管理職手当を含めた処遇については、中教審の

「質の高い教師の確保特別部会」において具体の議

論が行われており、道教委としてはこうした国の動

向を注視してまいります。

⑷　特別支援学級設置校の管理職及び小中併置
校の校長の実態に見合った管理職手当の支給

 【現状】
○管理職手当

  ①特別支援学級設置校

　　校長３種　小－21学級以上・中－18学級以上

　　　　　 　（特別支援学級未設置校

　　　　　　 小－24学級以上・中－22学級以上）

  ②小中併置校

学級数の取扱いについて、兼務している学校の

学級数を加えた学級数によっています。

 【回答】  （教職員事務課）
管理職手当については、国における義務教育費国

庫負担金の算定基準の改正内容及び他府県の状況

等を踏まえ、検討してまいります。
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（30）号　 外 令和６年10月４日　発行

１　退職時及び退職後（暫定再任用を含む）の
教職員の医療制度や各種手当てなど、福祉や
生活の向上に資する積極的な働きかけを願い
たい。

 【現状】
公立学校共済組合では、退職職員の福祉や生活

の向上を図るため、任意継続組合員を対象とし、厚

生事業の一環として、次の事業を実施しています。

退職後の医療保険制度

再
就
職

民間企業 健康保険

公務員（再任用フルタイム等） 共済組合

その他（健康保険、共済組

合の加入要件に満たない再

任用短時間勤務）
本人が次のどちらかを選択

・家族の被扶養者

・共済組合任意継続（２

年）又は国民健康保険
無　

職
無　職

健康管理事業

○人間ドック

　・任意継続期間が２年目の年度内に実施

  ・220人（受診枠）

　・自己負担額　日帰り：11,000円

  ・マンモグラフィー検査受診者負担額　1,700円

　・子宮がん検査の受診者負担額　　　 1,300円

○特定健康診査・特定保健指導

　生活習慣病の予防及び改善を目的にメタボリック

シンドローム（内臓脂肪症候群）健診として実施

⑴　特定健康診査

40～74歳までの任意継続組合員及びその被扶養者

自己負担額なし：受診券を自宅あて送付

⑵　特定保健指導

検査結果で生活習慣病の発生リスクが高いと判

定された方を対象に実施

自己負担額なし：利用券を自宅あて送付

一般事業

○宿泊施設利用補助（互助会の特別会員除く）

　・１人１泊　2,000円　３泊まで

○宿泊施設特別利用者証の発行

○福祉支援事業「介護講座」

○北海道教職員美術展

○公立学校共済組合札幌宿泊所利用補助

　・会議室利用補助（会議室利用料の１／２）

  ・婚礼利用補助

　　（組合員及びその子１人につき200,000円）

  ・法要等利用補助（定額50,000円）

  ・施設利用補助

⑴　宿泊は、一泊一人あたり2,000円補助

⑵　レストラン・宴会等は一人あたりの利用額が

　4,000円以上の場合　　　　　　2,000円補助

⑶　テイクアウト商品等の購入は一人あたりの利用

　額が

　 2,000円～4,000円未満の場合 　1,000円補助

　 4,000円以上の場合　　　　　 2,000円補助

広報活動

○「共済だより」の配付

⑴　組合員向け…年４回（６月、９月、12月、３月）

⑵　任意継続組合員向け…年２回（９月、３月）

【回答】 （福利課）
　公立学校共済組合と連携を図りながら、退職者の

福利厚生事業の充実に努めてまいります。

【現状】
〇暫定再任用職員の諸手当

暫定再任用職員に対する手当については、再任用

制度開始時の自治省通知に基づき、条例で規定して

いる。

＜平成11年自治省通知＞

再任用職員の給与は（略）職務に関連する

手当及びその他特に支給すべき理由のある手

当に限って支給することとし、長期継続雇用を

前提としてライフステージに応じて生活費の

増嵩に対処する目的で支給される生活関連手

当及び主として人材確保の観点から設けられ

ている手当（略）については支給しないもので

あること。

支給される

手当

通勤手当、地域手当、単身赴任手当
（※）、住居手当（※）、時間外勤 
務手当、期末・勤勉手当、管理職手
当、特殊勤務手当　等
※平成26年度から支給（住居手当は
道独自）

支給されない
手当

扶養手当、寒冷地手当、特地勤務等
手当、へき地等手当　等

暫定再任用職員の郡部への配置促進のため、へ

き地手当、寒冷地手当等の財源措置を例年国へ要望

している。

Ⅳ　教職員の福祉及び再雇用や退職後の生活安定が確保されるよう、
次の事項について要望いたします。
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＜国の動向＞

人事院では、暫定再任用職員に支給する手当

の範囲について、拡大する方向で検討を行うこと

としている。

＜道の動向＞

暫定再任用職員の給与（寒冷地手当等）の調

査研究について、人事委員会へ要請済。

【回答】 （教職員事務課）
　今後も国に対し財源措置の要望を継続するととも

に、国及び道の動向を注視してまいります。

Ⅴ　国、道の施策として、次の事項を実現するため、貴職を通じ
関係諸機関に働きかけるよう要望いたします。

１　学級編制及び教職員定数の改善について、
次の事項を国に要請されたい。

⑴　教育課程の円滑な実施に向けた、小学校、中
学校の全学年35人学級の早期実現

 【現状】
○学級編制基準（複式学級）

　・小学校　16人（第１学年含む場合８人）

　・中学校　８人

 【回答】  （教育政策課）
現行の基準以上に教職員を配置するためには、国の

定数改善が必要と考えており、定数措置の拡充につい

て、国に対して要望してまいります。

⑵　養護教諭、事務職員の全校配置及び栄養教
諭又は学校栄養職員の適正配置

 【回答】  （教育政策課）
Ⅴの１の⑴で回答済み

⑶　中学校における教科時数に対応する教員配置
の改善

 【回答】  （教育政策課）
Ⅴの１の⑴で回答済み

⑷　教職員定数における学級数に乗ずる率の見直
しと改善

 【回答】  （教育政策課）
Ⅴの１の⑴で回答済み

⑸　小学校における専任教員の定数配置
 【回答】  （教育政策課）
Ⅴの１の⑴で回答済み

⑹　小学校の複式学級における学級編制基準の
引き下げ及び中学校の複式学級解消のための定

数改善
 【回答】  （教育政策課）
Ⅴの１の⑴で回答済み

⑺　小学校における教科担任制の円滑な導入
【回答】  （教育政策課）

Ⅴの１の⑴で回答済み

⑻　勤務時間内での業務遂行を促進する教職員定
数の見直しなど、教員を支える環境整備

【回答】  （教育政策課）
Ⅴの１の⑴で回答済み

２　人材確保法及び義務教育費国庫負担制度
の堅持及び国庫負担率２分の１への復元を一
層強く要請されたい。

３　事務職員及び学校栄養職員の給与等に関
わる国庫負担制度の堅持を要請されたい。

 【現状】
人材確保法に係る国の動向

「行政改革推進

法」の施行

（H18．６．２）

○公務員総人件費改革

　人材確保法の廃止を含めた見直しその

他公立学校の教職員の給与の在り方に関

する検討を行い、平成18年度中に結論を

得て、平成20年４月を目途に必要な措置

を講ずる。

「 骨 太の方 針  

2006」閣議決定

（H18．７．７）

○財政健全化－歳出改革

　人材確保法に基づく優遇措置を縮減す

るとともに、メリハリをつけた教員給与体

系を検討する。

［中教審答申：「今後の教員給与の在り方」（H19．３．29）］

・人材確保法の精神は大切にすべきであり、人材確保法を堅

持することが必要。
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義務教育費国庫負担制度に係る国の動向

 「三位一体の改

革について」

政府・与党合意

（H17．11．30）

○国庫補助負担金の改革について

　義務教育制度については、その根幹を

維持し、義務教育費国庫負担制度を堅持

する。その方針の下、費用負担について

小中学校を通じて国庫負担の割合は三分

の一とし、8,500億円程度の減額及び税源

移譲を確実に実施する。

【義務教育費国庫負担法の一部改正】

経過：平成18年２月３日　法案閣議決定

平成18年３月29日　成立

平成18年４月１日　施行

内容：・負担割合を二分の一から三分の一に引き下げ　　　　

・小中盲聾学校と養護学校に分かれている国庫負担制

度の統合

【国庫負担対象職種】

校長、副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、

事務職員、学校栄養職員、寄宿舎指導員等

 【回答】  （教職員事務課）
人材確保法については、これまで全国都道府県

教育長協議会等を通じ、国の関係省庁等に対し、

優秀な人材を学校現場に確保するという人材確保

法の精神は今後とも堅持するよう要望してきてい

るところであり、今後とも、同協議会と連携する中

で対処してまいります。

また、事務職員及び学校栄養職員は、学校教育

を円滑に推進する上で、重要な役割を果たしてお

り、校長、教諭等の教育職員とともに学校運営上

必要な職員であることから、これら教職員の給与

費にかかる義務教育費国庫負担制度は、教育の機

会均等とその水準の維持向上を図る上で重要な役

割を果たしており、公教育の根幹をなすものと考

えています。

道教委としては、義務教育費国庫負担制度は、

義務教育の根幹をなすものであり、国の責務にお

いて確実に財源を保障するべきものと考え、これ

までも国に対して全国都道府県教育長協議会や教

育委員協議会を通して必要な財源が確保されるよ

う、要望を行ってきており、今後とも、引き続き国

に働きかけるとともに、知事部局とも連携し、必

要な財源の確保に努めてまいります。

４　教科用図書無償給付の継続を強く要請さ
れたい。

 【現状】
義務教育諸学校の教科用図書の無償制度は、昭

和38年から実施されており、現在までこの制度は

引き続き堅持されています。

 【回答】  （義務教育課）
義務教育諸学校の教科用図書の無償給与制度の

存続については、これまでも国に対して要望して

きており、引き続き要望してまいります。

５　へき地・複式、小規模校への教育実習拡大
に向けた支援と環境整備を強く要請された
い。

 【現状】
〇「草の根教育実習」の実施

道教委では、令和２年度から、教員養成大学や市

町村と連携し、小規模校の特色ある教育活動を体験

する「草の根教育実習」を実施しています。

本事業は、毎年度、実施規模が拡充し、令和５年

度は、前年度比30名増の18大学184名の参加をいた

だきました。

 【回答】  （教職員育成課）
今後は、これまでの実施状況等を踏まえ、市町

村教育委員会や首長部局の協力をいただきなが

ら、実習先の確保や滞在環境の充実等、実施方法

や実習内容等の改善を図り、大学生にとって一層

魅力的な事業となるよう努めます。

24-070191.indd   3224-070191.indd   32 2024/09/20   13:532024/09/20   13:53


